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発   言   者  議                              事  

 〔１２月１０日〕  

議 長   皆さん、おはようございます。（１０：００）  

議 長   ただいまの出席議員数は７名であり、定足数に達しておりますので、令和６年第４回厚沢部町

議会定例会を開会します。  

議 長   なお、１番中山俊勝議員、２番高田一弥議員から欠席の届出がありました。  

議 長   これより本日の会議を開きます。  

議 長   日程第１  会議録署名議員の指名を行います。  

議 長   会議録署名議員は、会議規則第１１８条の規定により、５番香川直樹議員、６番小野寺孔議員

の２名を指名します。  

議 長   日程第２  諸般の報告、日程第３  一般行政報告につきましては、別紙印刷して差し上げてお

りますので、朗読及び説明を省略します。  

議 長   日程第４  会期の決定について議題とします。  

議 長   お諮りします。本定例会の会期並びに議会運営につきましては、所管の議会運営委員会におい

て協議されておりますので、副委員長から報告を求めることにしたいと思います。これに御異議

ありませんか。（異議なしの声あり）  

議 長   異議なしと認めます。  

議 長   副委員長の報告を求めます。  

議 長   香川副委員長  
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議会運営副委員長  去る１２月５日午前１０時、議会運営委員会を開催しました。  

 本日をもって招集されました令和６年第４回厚沢部町議会定例会の議会運営につきましては、

議事日程によることとし、会期については、本日から１２月１２日までの３日間とすることに決

定しましたので、報告します。  

 次に、一般質問については、４名の通告がありました。  

 提出案件の審議については、質問者、答弁者とも簡潔明瞭な質疑、答弁に心がけ、円滑な議会

運営が行われますよう御協力をお願いし、委員会報告とします。  

議 長   お諮りします。本定例会の議会運営につきましては、委員会報告のとおりとし、会期は本日か

ら１２月１２日までの３日間にしたいと思います。これに御異議ありませんか。（異議なしの声

あり）  

議 長   異議なしと認めます。したがいまして、会期は本日から１２月１２日までの３日間と決定しま

した。  

議 長   提出案件は、補正予算案２件、人事案１件の計３件であります。  

議 長   町長から提案理由の説明について発言を求められておりますので、これを許します。  

議 長   町長  

町 長   令和６年第４回厚沢部町議会定例会の開会に当たり、一言御挨拶と提案理由を申し上げます。  

 昨日、石破内閣の補正予算案が臨時国会に提出されました。日本経済・地方経済の成長、物価

高の克服、国民の安心・安全確保を柱として政府与党は年内の成立を目指しておりますが、経済

対策の裏づけとなる補正予算を一刻も早く成立させ、実行に移していくことが肝要であります。  

 とりわけ物価高に対する喫緊の対応につきましては、当町としましてもできる限り早期の執行
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に努めてまいりたいと考えております。  

 また、その他の経済対策に伴う補正予算につきましても、その内容を見極めながら適切に対応

してまいります。  

 新聞報道等で御承知のとおり、先般当町が国の第５回脱炭素先行地域に選定されました。

２０３０年度までに温室効果ガス排出実質ゼロの実現を目指すと同時に、地域の魅力と暮らしの

質を向上させる全国のモデルとなる地域として当町の提案が認められました。  

 令和５年１月にゼロカーボンシティ宣言を行って以来、本事業に応募を続けてまいりました

が、ようやくその実を結び安堵しているところでありますが、あくまでもスタートラインに立っ

たということであり、さらなる計画のブラッシュアップが求められますので、北海道ガス株式会

社をはじめとする共同提案者や関係機関等と連携を図りながら、確実に事業を進めてまいりま

す。  

 １１月２５日から５日間の日程で、令和６年度まちづくり座談会を町内６か所で開催いたしま

した。町民の皆様とまちづくりに対する御意見や御要望等について懇談させていただく貴重な場

でありましたが、御多忙の中、議員の皆さんにも御出席いただきましたことに対しまして、深く

感謝を申し上げます。  

 これまでも公約に掲げた政策を中心にスピード感を持って取り組んでまいりましたが、今後も

町民の皆さんからいただいた御意見や御要望も参考にしながら、まちづくりに取り組んでまいり

ます。  

 町長就任以来、全力で町政運営に取り組んでまいりましたが、引き続き町政の課題解決を図

り、町民の御期待に沿えるよう取り組んでまいる所存でありますので、議員各位の格別なる御協



－４－ 

力、御支援を賜りますようお願い申し上げます。  

 次に、本定例会に提案いたします案件は、補正予算案２件、人事案１件の計３件であります。  

 議案第１号の令和６年度厚沢部町一般会計補正予算につきましては、７，４７３万８，０００

円を追加し、予算の総額を５３億３，０２７万６，０００円とするものであります。  

 事務事業の確定と今後の所要見込額を勘案し各項目の増減調整を図っており、主な内容は、総

務費では、財政調整基金積立金、ふるさと納税関連経費、二地域居住推進実証調査事業費のほ

か、脱炭素先行地域づくり関連事業費を計上しております。  

 民生費では、国保特別会計繰出金のほか、児童手当制度が改正されたことに伴う児童手当の増

額。  

 農林水産業費では、スマート農業等機械導入支援事業費補助金、環境保全型農業直接支払交付

金、鳥獣被害対策実施隊員の日額報酬の増額補正であります。  

 特に今年度から新たに実施しましたスマート農業等機械導入支援事業につきましては、想定を

上回る実施見込みとなり、５２件の農業者が本事業を申請しており、来年度以降の事業継続につ

いても要望が寄せられているところであります。  

 そのほか、商工費ではうずら温泉の指定管理委託料の増額、消防費では檜山広域行政組合消防

費負担金の減額、教育費では学校給食材料費高騰に伴う賄材料費の増額であります。  

 議案第２号の令和６年度厚沢部町国民健康保険事業特別会計補正予算につきましては、２８万

９，０００円を追加し、予算の総額を５億３，７７３万２，０００円とするもので、人件費及び

葬祭費の増額であります。  

 諮問第１号の人権擁護委員の推薦につき意見を求めることにつきましては、所定の任期が満了
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することから、その推選について議会の意見を求めるものであります。  

 以上が、本定例会に提案いたしました議案の概要であります。  

 詳細につきましては、副町長、関係課長に説明に当たらせますので、御審議の上、御賛同賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。  

議 長   日程第５  一般質問の通告がありましたので、発言を許可します。  

議 長   発言の順番は、受付順といたします。  

議 長   それでは、３番、浜塚久好議員  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   それでは、議長のお許しを得ましたので一般質問させていただきます。  

 まず、１件目でございます。有害鳥獣の駆除についての質問でございます。  

 農林業被害防止のため、町は猟友会会員を鳥獣被害対策実施隊として任命、鹿、熊等の駆除を

行っております。駆除効果は毎年見えております。一方で、農業者からは、依然として被害が続

いているとの声が聞こえてくるところでもございます。  

 そうした中、北海道猟友会は、砂川市の要請で猟友会会員がヒグマ駆除要請に応じ危険な発砲

をしたとして、札幌高裁より猟銃所持の許可が取り消されたことを受け、原告側は最高裁に上告

しました。高裁判決が確定すれば、発砲には一層慎重にならざるを得ないということとなりま

す。自治体からのヒグマ駆除の出動要請には原則応じないよう、ヒグマ駆除要請拒否の方針を打

ち出しております。  

 その方針への対応として、別添の鳥獣駆除に関するデータの回答とともに町長の所見を伺うも

のでございます。  
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 １つ目です。ヒグマ駆除要請の方針は。  

 ２点目、ヒグマ駆除要請における報償増額の考えは。  

 ３、銃等の免許取得支援助成の拡充の考えは。  

 ４点目でございます。ライトセンサス調査状況の支援は。  

 ５点目、アライグマの町内被害の実態は。  

 以上、町長の答弁を求めます。  

議 長   町長  

町 長   浜塚議員の有害鳥獣の駆除についての御質問であります。  

 ヒグマによる人身事故や農業被害、市街地区域への侵入が道内各地でも発生しております。  

 御質問の１点目、ヒグマの駆除要請の方針についてですが、町としての対応は、北海道が策定

したヒグマ出没時の対応方針に基づき、住民等からの出没情報により出没箇所や被害状況などを

把握し、警察や檜山振興局、猟友会などの関係機関へ情報提供、共有を行うとともに、必要と判

断した場合には、捕獲従事者への出動要請、住民への注意喚起などの対策を講じることとしてお

ります。  

 ２点目の駆除要請における報酬増額についてですが、熊の捕獲報酬につきましては、令和５年

度までは体重により報酬額を設定しており、体重１００キログラム未満３万円、１００キログラ

ム以上４万円としておりましたが、猟友会との意見交換を踏まえ、今年度から体重別の報酬額を

一本化するとともに、１頭当たり一律５万円に増額しております。  

 ３点目の猟銃等の免許取得支援助成の拡充につきましては、現行では銃及びわなの免許の新規

取得と更新費用の２分の１相当を補助しております。現時点では、免許取得支援の拡充について



－７－ 

は考えておりませんが、これからも猟友会と意見交換を行いつつ、ハンターの担い手育成支援を

行ってまいります。  

 ４点目のライトセンサス調査状況につきましてお答えいたします。  

 ライトセンサスは、夜間に車からスポットライトで農地等を照らし、エゾシカを探して数える

調査であり、本町におきましては、毎年１０月に富里・城丘区間と共和・清水区間の町道２路線

で猟友会と町が連携して実施しております。  

 調査結果としましては、平成２２年から令和元年までの１１年間は、ライトセンサスではエゾ

シカは確認されておりませんでしたが、令和２年に共和にて雌２頭が確認されて以降、毎年生息

が確認されるようになっています。令和３年には、城丘で雌２頭、清水で雌１頭、令和４年に

は、城丘で雌３頭、清水で雌２頭、令和５年は、共和で雌７頭、雄１頭、令和５年は、共和で雌

９頭、雄２頭、清水で雌２頭が確認されています。  

 ５点目のアライグマの町内被害の実態につきましては、本町ではアライグマによる被害はこれ

まで確認されておりません。  

 いずれにしましても、ヒグマ対策をはじめとする有害鳥獣対策につきましては、猟友会の協力

なくして効果的な対策は成り立たないものと考えております。本町としましては、猟友会の皆さ

んと意見交換を継続して行いつつ、できる限りの対策に取り組んでまいります。  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   それでは、駆除現場ではハンターが難しい判断を迫られる場面が多いとし、本来は行政職員が

現場監督者として責任を取るべきとの指摘もあります。  

 また、一方では、北海道や北海道警察にヒグマ駆除を担える体制はなく、自治体職員が駆除を
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担うガバメントハンターというんですか、があるとも報道されております。この点についてもど

う考えるのか。  

 また、ヒグマ駆除は１住民であるハンターにその責任を押しつけてきたのがその実態ではなか

ろうかと思います。民間頼みである体制を再考する必要があると考えます。町長の答弁を求めま

す。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   まず、ガバメントハンターの導入でありますが、本町におきましてはなかなかハンターを養成

していくというのには時間がかかると考えております。ですので、既存、今猟友会の皆さんと町

で協力関係の下で駆除に当たっているところであります。  

 つきましては、町が責任を持って駆除の指導に当たるですとか、また、警察機関が駆除の対応

を示すというようなことも検討はされているようではありますが、現状のところ猟友会の協力の

下、駆除可能なときに発砲していただくという形になろうかと思っております。  

 いずれにしましても、今後の駆除に当たっては、昨年度より猟友会の皆さんと町で意見交換の

場を開催させていただいております。その中でいろんな意見をいただきながら、よりよい効果的

な駆除に努めていければなということで今考えているところであります。  

 以上です。  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   そうですね、ハンターと警察というような事前協議ということが大事だと思います。自治体、

警察の円滑な連携が欠かせないというようなことは言うまでもございません。関係機関は信頼構

築に努めてほしいと思うものでございます。行政の出動要請に応じて発砲判断の責任は、あくま
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でも行政側が行うという仕組み、これができることが大事だと思います。そうでなければ、ハン

ターは発砲して責任を負わされては安心して駆除ができない、出動要請に応じられないというこ

とになろうと思います。この辺についての、これは町で決められる問題でなく、日本の国の一つ

の大きな問題だと思います。  

 そんなことで、町がどうのこうのというんじゃなくして、そのことに関してどのような考えを

持っておられますか。  

議 長   町長  

町 長   ヒグマの話題というか、この駆除の関係ですけれども、今国のほうでも制度の見直しというこ

とで検討されているということで、今回の臨時国会の石破総理の発言、そして環境大臣の発言も

ありまして、今鳥獣保護管理法の改正をするということで検討しているということですので、国

の推移をきちっと見ていきたいと思いますし、何よりも住民の安全・安心というのが大事、そし

てハンターの安全・安心、そして従事していただけると、そういう環境が整うということが大事

だというふうに思っております。国の推移も見ながら、適切に対応していきたいというふうに思

います。  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   それでは、２つ目のほうに移りたいと思います。  

 ヒグマ、鹿の駆除に対する報酬が増額されました。私の質問、ちょっとニュアンス違ったんで

すけれども、駆除で出動したハンターに市長さんが支払う報酬の部分でした。ちょっと質問の仕

方が悪かったというふうに反省をしております。  

 大方の自治体は、１日１万円前後と少額の地区がたくさんあるそうです、少額の都市、町が。
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本来は地域住民の生命や財産を守るのは自治体や警察の役割です。しかし、ヒグマの駆除は１住

民であるハンターに頼ってきたのが実態です。額は幾らでよいか分かりませんが、出動要請を行

った場合の報酬について、町長はどのようなお考えをお持ちでしょうか。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   出動要請に対する町の考え方でありますが、町としましては、これまで捕獲に伴う報償費のお

支払いをしておりますが、市街地に出没して駆除に当たっていただくというような臨時的な対応の

ときの報酬というものは特段定めておりません。通常の自治体の活動報酬の中で、１日５，０００

円というような価格を設定させていただいているところであります。  

 今後、市街地等への出没等が危惧される場合もありますので、この辺繰り返しにはなります

が、猟友会さんとの意見交換の中で適切な報酬の価格ですとか対応、これについては今後猟友会

の方と意見交換をしていきたいと思っております。  

 以上です。  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   それでは、出動要請については、猟友会等との話合いの中で再度考えたということでよろしい

でしょうか。  

 それでは、３点目に移ろうと思います。  

 もらいましたデータを見ますと、有害鳥獣による農作物の被害額については、年によって差は

あります。しかし、ヒグマ、鹿の頭数は間違いなく増えているのが実態だと思います。銃及びわ

なの新規取得費用の全額補助について、今までは２分の１ということであったと思います。全額

補助、新規ですね、新規の全額補助についての考えはありませんか。  
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 また、もし分かるようであれば、他町では新規に補助をしている町村あると思いますので、分

かる範囲内でお答え願えればと思います。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   まず、狩猟免許の新規取得に対しての助成でありますが、これまで厚沢部町としましては、免

許の取得また更新費用の２分の１相当を補助してきた経緯にはあります。  

 また、各町の状況でありますが、一部の市町村においては全額、取得のときに補助をすると。

また、銃の購入に対しても補助をしている自治体もあるようでございます。  

 この辺につきまして本町としましてどういうふうにしていくかというのは、繰り返しにはなり

ますが、猟友会の皆さんと意見交換を昨年度から開催を重ねてきたところでありますので、この

中で検討してまいりたいと思っております。  

 以上です。  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   この件につきましても、猟友会との話合いというのは本当に大事なことだと思います。  

 私、なぜ免許新規取得の補助にこだわるかと言いますと、有害鳥獣が増えていることと、７０

歳以上のハンターがこの資料を見ますと４０人中、１７人、４２．５パーセントを占めておりま

す。このような状況、放っておいてはいないと思いますが、新たな人を増やす、ハンターを増や

すということが大事だと思います。  

 それと、ハンターする場合には、初期投資という言葉はちょっとまた違うかも分かりません

が、ハンターの免許取得等については、一番最初が、新規がお金かかるわけでございます。  

 そんなことで、猟友会との話合いをきちっと持った中で拡充してもらいたいなというふうに思
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うわけでございます。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   浜塚議員御指摘のとおり、猟友会の皆様方、７０歳を超えられている方、多数いらっしゃいま

す。町としましても、若いこれからの猟友会を担っていただける担い手、これの育成については

非常に重要かと思っております。担い手、新たに狩猟、また駆除をしていただける方を育成する

という部分でも、免許の取得費用ですとか銃の購入、こういったものはかなりの御負担になるの

かなというふうには考えております。この辺につきましては、他町の事例も踏まえながら、猟友

会とお話しさせていただきながら、施策の検討をしてまいりたいと思っております。  

 以上です。  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   それでは、次に４つ目のライトセンサスですか、状況調査についての質問をさせていただきた

いと思います。  

 ライトセンサス、熊はなかなか難しいと思います。そんなことで鹿の状況というようなことで

報告もらいましたけれども、増えているのは間違いなく増えているということだと思います。こ

れからも必要な調査だと思います。この継続につきましては、ずっと続けていくという、そうい

うようなことでよろしいでしょうか。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   鹿のライトセンサスにつきましては、これ北海道全体での調査も兼ねているものであります。

ということでもありますので、今後も引き続き継続してまいりたいと考えております。  

 以上です。  
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議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   それじゃ、次は、アライグマの町内の被害状況でございます。  

 アライグマ、私前にもテレビで見ました、何か大分増えているというようなことでございまし

た。恐らく厚沢部町には被害はなかろうかと思いますけれども、近隣町では何か結構被害が発生

しているというようなことを聞いております。その辺のことについてお答え願います。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   アライグマにつきましては、厚沢部町におきましては確認がされていないところであります。  

 ただ、私どもも詳細は把握しておりませんが、この周辺、道南でもアライグマが確認されてい

るような話も伺ってはおります。ただ、この周辺で確認されているというふうな話は今のところ

承知しておりませんので。  

 また、北海道のアライグマの出没マップ等を見ますと、道南地域につきましてはほぼ出没が確

認されてないというエリアでありますので、まだそういったアライグマの侵入というのはないの

かなというふうには考えております。  

 以上です。  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   それでは、２つ目に移りたいと思います。  

 鳥獣危険防止学習会の実施についてということで、小・中学生対象になろうかと思います。  

 道内各地で熊の出没が相次ぐ中、東京では熊による人身事故、被害というのはほとんどないよ

うな状況だと思います。熊の目撃や人身事故がいつ身近で起きてもおかしくない状況にあると思

います。  
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 小・中学生を対象に、熊等を目撃したら、まず身の安全を確保する手だてなど、鳥獣に対応し

た危険回避の学習会の実施が必要と考えますが、教育長の考えを問うものでございます。教育長

の答弁を求めます。  

議 長   教育長  

教 育 長   鳥獣危険防止学習会の実施についての御質問でございます。  

 当町におきましては、近年、熊や鹿の出没が増加していることは御存じのとおりでございます

が、このような自然環境において熊等との遭遇を未然に防ぎ、また、万が一の際に適切に対処で

きるよう備えておくことは、地域全体の安全を守る上で非常に重要なことでございます。  

 教育現場におきましても、児童・生徒や教職員、地域住民が正しい知識を身につけることが、

安心した日常生活を送る基盤となります。そのための鳥獣危険防止に関する学習会の実施は、必

要かつ有効であると考えています。  

 現在、各学校では、通学路の危険箇所の把握や熊に関するパンフレットの配付などにより注意

喚起を行っているところでありますが、万が一学校周辺で目撃された場合の避難行動であったり

保護者への連絡体制の確認など、より実践的な訓練が必要かと思います。  

 また、子供たちが学んだことを家庭で話し合うことで、保護者も野生動物に関する知識を深め

ることができるかと思います。  

 今後、地域で生息する野生動物の種類や特徴、出没しやすい場所など、関係部署と連携し、地

域の実情に合わせて効果的な学習の機会を確保できるよう努めてまいります。  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   小・中学生、自分の身を守るという意識というんですか、知恵というんですか、そういうよう
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な部分はございません。それと、体が小さいという部分では、なかなかそんなのに対しても対応

するという部分は難しいと思います。訓練ということもあると思いますけれども、まずは学習会

の開催というようなことで、前向きな答弁いただきました。  

 最後に、終わりたいと思います。  

 鳥獣被害を防ぐには、猟友会の会員を増やすことが重要だと思います。それには、私今質問し

ました出動要請による報酬の増額、安心して駆除活動ができる体制の構築、そして猟友会会員、

新規会員に対する助成、町としては今の答弁聞きますと前向きなお答えをいただけました。猟友

会と話合いの中で取り進めたいというようなことでございます。ぜひとも安全で安心に暮らせる

まち、そんなまち厚沢部町になりたいな、なってもらいたいな、そんな思いを込めて私質問させ

ていただきました。  

 これで質問終わりたいと思います。ありがとうございました。  

議 長   それでは、次に、７番、山田克哉議員  

議 長   ７番、山田議員  

山 田 議 員   議長の許可をいただきましたので、一般質問を行いたいと思います。  

 まず、１問目でございます。空き家対策についてでございます。  

 空き家が長年放置されていることで、景観の悪化、不法投棄や放火などの犯罪誘発、災害時の

倒壊被害を生むことが心配されるところでございます。  

 以上の点を踏まえて、４点についてお伺いいたします。  

 まず、１点目、町内の空き家の件数は何件か。そのうち特定空き家は何件あるか。  

 ２点目でございます。今年度から新規事業として中古住宅購入費、リフォームに対する助成の
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申請状況はということです。  

 ３点目でございます。他の自治体では、解体等に対する助成があるが、当町の考えは。  

 ４点目、空き家対策の今後の展開はということの、この以上の４点について町長、お願いいた

します。  

議 長   町長  

町 長   空き家対策についての御質問であります。  

 まず、１点目の町内の空き家の件数及びそのうち特定空き家の件数についての御質問でありま

す。  

 空き家件数調査は、町から素敵な過疎づくり株式会社へ調査を委託した令和３年１２月調査時

点の数値となりますが、空き家全体数は２０６件、そのうち大規模修繕が必要と判断したものは

４５件、建て直しが必要と判断されるものが３７件であります。なお、町が指定する特定空き家

はありません。  

 次に、２点目の中古住宅購入及びリフォームに係る助成の申請状況についての御質問ですが、

当事業は新規事業ではなく、従来から実施しております厚沢部町持家建設促進奨励事業の内容を

拡充し実施しているものであります。これまで新築住宅取得のみを対象としておりましたが、中

古住宅購入と購入時におけるリフォームも奨励金の交付対象に加え、新築における交付額も２倍

に増額し、今年４月から実施しております。現在までの実績としては、新築助成件数は３件で、

うち地元業者利用件数は１件、中古住宅及びリフォームについての実績は現在のところありませ

ん。  

 次に、３点目の解体等についての当町の助成の意向についてであります。  
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 現在近隣町でも特定空き家を対象にし助成を行っている町も見受けられるところであります。

今後町内会等の協力をいただきながら改めて調査を行い、特定空き家が存在した場合、解体に対

する助成についても検討してまいりたいと考えております。  

 ４点目の空き家対策の今後の展開についてであります。  

 当町でも空き家、特定空き家の増加が懸念されるところでありますが、家屋等は個人の所有財

産であり、その物件の維持、解体の判断及び適切な管理は当事者が行うことが基本であります。

このことを踏まえ、町としても、さきに申し上げたとおり関係団体との連携を図りながら現状把

握を継続して実施してまいります。利用価値のある物件の有効活用方策や支障となる物件所有者

への情報提供を行い、空き家の活用方法、支援方策等を検討してまいりたいと考えております。  

議 長   ７番、山田議員  

山 田 議 員   御回答ありがとうございました。  

 この空き家の問題ですが、全国的に見ても、これはやはりもう喫緊の課題というものではなく

永遠の課題と言っても過言ではないというように私は認識しているところでございます。令和に

入って元年度、所管事務調査等でもこの空き家対策についていろいろ議論をしてまいったわけで

ございますが、やはり空き家が年々増加しているのは事実であり、やはりこの問題に対しては放

っておけない問題だということでございます。  

 そのようなことを踏まえて、今日は佐藤町長の町政執行方針の中にもありましたが、令和６年

度新規の重点事業の一つとして定住促進というものがありました。その中の持家建設促進奨励金

事業として２，０５０万円計上されていて、これは住宅を新築または購入した方に奨励金を支給

しますと、さらに町内の業者を利用した場合は、商工会発行の商品券を交付しますとあります。
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これは、令和６年度から奨励金、商品券ともに５０万円から１００万円に拡充したものでありま

す。  

 もう一点は、今こちらのほうに私は着目したわけでございますが、中古住宅購入費及びリフォ

ーム助成として８６０万円計上されているわけでございます。これは、中古住宅の購入費やリフ

ォーム代金を助成することで空き家の有効活用を行うとともに、町外からの転入を促進しますと

いうことで、私は大変いい事業だというふうに着目いたしました。  

 そこで再質問に入りたいと思うんですが、このリフォーム助成の活用状況が、回答を聞くと余

り好ましくない数字であるというふうに思いますが、新規の事業ということもあるのか、あるい

は周知方法はどのようになっているのか、町民あるいは町外の方々に行き届いてはいないのでは

ないかというように思いますが、この助成に対する内容など、分かる範囲でいいので説明をお願

いします。  

 また、今後の対策等もあれば、併せてお願いいたします。  

議 長   建設水道課長  

建 設 水 道 課 長   まず、御質問にありました事業の概要についてでございますけれども、当時に、先ほど町長が

答弁で申し上げましたとおり、新規事業ではなく既存事業の範囲ということになっております。  

 事業の趣旨なんですけれども、今、山田議員のほうからも質問があって回答があったとおり、

従前、町内で定住促進して、それを増加させるために新築住宅に助成を行っていたところであり

ますが、近年の建築資材の高騰及び建築費用の高騰に伴って住宅新築に係る住宅費が非常に高く

なっているということがあります。そういうことから、町長の拡大ということで、町内の空き家

の活用も含めた中で、中古住宅の購入であったり、購入に合わせたリフォーム事業を対象とした
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ほうがよろしいんじゃないかというようなことで選択肢を広げて、空き家利用の促進や流動化が

図られるということを想定しまして事業拡大を行っているというものであります。  

 事業の内容の概要については、割愛させていただきます。  

 周知ですね、周知につきましては、広報紙で今年４月に町政執行方針において拡大内容につい

て概要を掲載しております。あと、６月に具体的内容を掲載したところでございます。  

 しかし、現状の実績を見ますと、現状で中古住宅の購入及びリフォームに係る実績というもの

がありません。これにつきましては、資材ややはり費用の高騰、増高等の要因も考えられますけ

れども、ＰＲ不足についても否めないことがあります。  

 担当としましても、今後一層の内容の周知を図るために、広報紙はもとより町ホームページの

活用、町内回覧等を活用して、事業内容の理解と活用に向けた取組を進めてまいりたいと思いま

す。  

 なお、中古住宅の購入については、住民の方や函館市の業者のほうから、補足でありますけれ

ども７件程度の照会実績があった状況でございます。  

 以上です。  

議 長   ７番、山田議員  

山 田 議 員   ありがとうございました。大変心強い回答をいただきました。  

 そのようなことを踏まえまして、この２点目の私の要望でございますが、空き家を利活用して

いただけるということが第一でございますので、いろいろと大変ではございますが、町外からも

転入していただけるように空き家リノベーション推進事業や素敵な過疎株式会社が実施している

移住交流コンシェルジュ事業と併せて空き家の対策につながるものだと思いますので、連携を取
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って今後このような形で進めていただきたいと、このように思います。これは要望ですので、回

答は要りません。  

 ３点目ですね、解体等に助成の考えはということで質問いたしました。これは、長年放置され

老朽化によって倒壊のおそれがある空き家、これは特定空き家というものでございます。この特

定空き家を対象に解体の助成を行っているまちが増えてきているという点でございます。まだま

だ各自治体少ない状況ではありますが、やはり当町といたしましても、いよいよ解体に対しての

助成ということを検討していかなければならないのではないかということでございます。  

 ただ、これ調べてきたんですけれども、家屋等は個人の所有財産であり、その物件の維持、解

体の管理は当事者が行うことが基本であるとありますので、まず私は、長年放置されていること

で崩れそうな建物、また、不法投棄や放火などの犯罪誘発を招いたり災害時の倒壊被害が心配さ

れているところ、目につくところ、持ち主不明なところを、いま一度、関係団体あるいは素敵な

過疎の会社あるいは各部落の町内会の皆様と情報を共有し、連携を取って進めていただきたいと

いうふうに思います。この点に関して、素敵な過疎の会社を中心に進めていただきたいというこ

とで、もしこの回答あれば、政策推進課長、もしあればお願いいたします。町長でも。  

議 長   副町長  

副 町 長   今、山田議員の御指摘の特定空き家の関係についてでございます。  

 町もいろいろと調査を令和３年度に行ったところではありますが、再度またそれぞれの地域で

調査を実施したいというふうに考えております。その際には、素敵な過疎づくり株式会社、そし

て各町内会に御協力をいただきながら調査をしまして、危険なものにつきましては、町が特定空

き家等は判断することになるかと思いますので、そういった調査に御協力をいただきながら、空
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き家の助成の支援につきましては、またそういったことが見つかり次第検討していきたいと考え

ているところであります。  

議 長   ７番、山田議員  

山 田 議 員   御回答ありがとうございます。ぜひ取り組んでいっていただきたいと、このように思います。  

 １問目の最後になりますが総括として、空き家対策の今後の展開ということで回答いただきま

した。当町のみならず近隣町村でも、この空き家対策、人口減少、少子高齢と様々な問題が山積

している中、各町苦労して取り組んでいるところでございます。行政だけではなく、行政だけに

任せることではなく、関係機関、各町内会と連携を取っていろんな情報を共有していくというこ

とが大事ではないかというふうに思いますので、いろいろ協議をした中で体制づくりをつくって

いただきたいと思います。これは要望でございますので、回答は要りません。  

 それでは、２問目に入ります。  

議 長   山田議員、１問目は終わりましたか。以上で、よろしいでしょうか。  

山 田 議 員   １問目、よろしいです。  

議 長   それでは、２問目に入る前に休憩をいたします。１１時まで休憩をいたします。（１０：

５０）  

議 長   休憩前に引き続き一般質問を続行いたします。（１１：００）  

議 長   それでは、７番、山田議員、２問目の質問をお願いをいたします。  

議 長   ７番、山田議員  

山 田 議 員   それでは、２問目の質問に入りたいと思います。  

 ２問目は、利用廃止後の町民プールの管理状況はということの質問でございます。  
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 館地区町民プール、鶉地区町民プールは、閉鎖してからかなりの年数がたち、長年にわたり放

置されているかと思われます。  

 以上の点を踏まえて、５点について伺いたいと思います。  

 館町町民プールの開設年月日と閉鎖した年月日はということ。  

 ２点目ですね、閉鎖後の建物の維持管理はどのようになっているか。  

 ３点目、老朽化が進み、倒壊のおそれはあるか。  

 ４点目ですね、小学校、児童公園に隣接しており、景観が悪く、鳥獣被害のおそれはないか。  

 ５点目、今後の行政の対応はどのように考えているかという点の５点についてお伺いいたした

いと思います。  

議 長   教育長  

教 育 長   利用廃止後の町民プールの管理状況についての御質問であります。  

 １点目の館町町民プールの開設年月日と閉鎖した年月日についてですが、開設年月日は昭和

５３年７月２６日、閉鎖年月日が平成２４年４月１日であります。  

 ２点目の閉鎖後の建物の維持管理についてでございますが、職員が随時見回りを行う以外の特

別の維持管理業務は行ってはおりません。  

 ３点目でございます。老朽化が進み倒壊のおそれはないかについてですが、プール本体につき

ましては屋根等の重量物がないため、現時点では倒壊のおそれはないと考えています。附属する

管理棟などについても、同様に現時点で倒壊するおそれは小さいと考えております。  

 ４点目の小学校、児童公園に隣接しており、景観が悪く、鳥獣被害のおそれはないかについて

でございますが、毎年１回程度スズメバチ等の巣の駆除を行っております。また、それ以外の鳥
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獣が滞留する状況などは把握しておりませんが、内部は低木が繁茂しているため、鳥獣が滞留す

ることも想定はされます。  

 また、施設の廃墟化に伴う景観の悪化については、御指摘のとおりでございます。  

 ５点目の今後の行政の対応はどのように考えているかについてでございますが、早急に現状を

調査し、撤去等の措置を検討してまいります。  

議 長   ７番、山田議員  

山 田 議 員   御回答ありがとうございました。  

 まず、館町町民プールの開設年月日ですが、やはり昭和５３年ということもありまして、もう

既に４６年も経過しているものであります。また、閉鎖したのは平成２４年ということで、閉鎖

してからでも１０年経過しているということになります。  

 閉鎖後の維持管理については、たまに職員が行くという以外は、ほぼほぼ管理業務については

行っていないということで捉えました。  

 そして、老朽化が進み倒壊のおそれはないかについては、やはりプール本体には屋根がついて

ないということもあって、そういうような感じで倒壊のおそれはないということでした。  

 ４点目の小学校、児童公園に隣接しており、景観が悪く、鳥獣被害のおそれはないかについて

ですが、やはり毎年スズメバチ等の駆除を行っているとの回答でありました。  

 以上の点を踏まえてですが、やはり開設してからもう４６年、月日が経過しているということ

で、施設をそのまま放置してもいいのかという点で地域の方々から相談を受けているところでご

ざいます。すぐ隣のほうで児童公園ですとか学校もありますので、児童公園では毎年町内会や老

人クラブの皆さんが春から夏、秋にかけて美化清掃活動の一環として草刈り業務や花壇の清掃等
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をやっているということもあり、やはり目につくのは、景観が悪く、放置されているプールの施

設であります。  

 また、先ほど来、毎年スズメバチの駆除を行っているということもありましたが、喫緊では温

暖化の影響もあるかと思いますが、スズメバチの巣が多く見られ、大変危険な状況であるという

ことも認識しているところでございます。  

 また、プールの後ろ側ですね、山になっていることから、隣接して公園、小学校ございます

が、全て後ろのほうは山になっているという状況でございますので、数年前には熊の目撃情報も

あったりしている中で、やっぱり近くには学校もあることから、なおさら危険を伴うという点か

ら、早急に現状を調査し、撤去等の措置を検討していただきたいと思います。  

 また、同時に、鶉地区のプールも現地調査をしてまいりました。やはり館町に比べると鶉のほ

うは１０年ぐらい遅くという形ですが、やはり３５年以上たっているということもありまして、

併せていま一度その点について、今すぐ撤去という形には到底予算の関係上もございますので、

まず積算ですね、見積り等を現地のほうに行って行った上でこの問題について進めていってもら

いたいと、このように思いますので、もし何かひとつコメントありましたら、町長よろしくお願

いいたします。  

議 長   教育長  

教 育 長   議員おっしゃるとおり、現状でもう既に景観上の問題も発生しております。また、毎年のよう

にハチの巣等の駆除を行っているという事実、安全性の面もございます。さらに、あと、悪天候

の際に強い風が吹いた場合に、建物倒壊しないまでもどのような影響、リスクがあるかというこ

ともございます。あと、建物自体も、おっしゃるとおり築４６年、館であれば４６年を経過し
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て、閉鎖後も１０年も経過していると、老朽化していると。これらの点を踏まえますと、早急に

現状調査を実施した上で町部局と協議して、今後の早い時期に措置の方向性について結論を出し

たいと考えております。  

 この点につきましては、鶉のプールについても同様の考え方でございます。  

 以上、よろしくお願いいたします。  

議 長   ７番、山田議員  

山 田 議 員   御回答ありがとうございました。ぜひとも、教育長、積極的な検討をしていただくということ

でお願いいたしまして、この問題については終わらせていただきます。  

 以上で、私の一般質問を終わりたいと思います。どうもありがとうございました。  

議 長   それでは、次に、５番、香川直樹議員  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   議長の許可を得ましたので、一般質問をさせていただきます。  

 私からは、脱炭素先行地域の選定について一般質問をさせていただきます。  

 ９月２７日に当町が国の脱炭素先行地域に選ばれました。過去２度挑戦してきて、３度目にし

て念願がかない、いよいよ本格的に地域新電力会社ハチャムが始動するものと思います。  

 脱炭素先行地域に選定された今後の展開について、町長の所見を伺います。  

 １点目として、地域新電力会社ハチャムが担う具体的な役割は。また、この会社を誰が指導的

な立場で運営していくのか。  

 ２点目として、事前の議員協議会等で国産小風力発電を２０基設置して、その総出力は６，０００

キロワットであるとの説明を受けたが、町内で使用する電力のどれぐらいの値となるのか。  
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 ３点目として、風で循環させる世界一素敵な過疎のまち厚沢部をスローガンに掲げているが、

風力発電以外にも取組がなされるのか。  

 ４点目として、２０２２年６月に北ガスと当町は包括協定を結んでいるが、脱炭素先行地域に

選出された今後は、どのような連携関係がなされるのか。  

 ５点目として、最終的な到達点をどのように考えているのか。公共施設のみの電力使用か、あ

るいは町民の方々にもいずれは売電されるものか。  

 以上５点について、町長の所見を伺います。  

議 長   町長  

町 長   脱炭素先行地域の選定についての御質問でございます。  

 御質問いただいたとおり、９月２７日に厚沢部町が脱炭素先行地域に選定されております。選

定に当たっては、風で循環させる世界一素敵な過疎のまち厚沢部町として計画し、国産風力発電

を２０基導入し、メーカー、地域新電力会社、地元建設業者が一体となって取り組むことが評価

されたものと思っております。事業期間は、令和７年度から令和１１年度の５年間であります。

現在、詳細の事業計画を作成するため、環境省や関係機関と調整を行っている段階であります。  

 １点目の新電力会社株式会社ハチャムが担う具体的な役割についてですが、その役割は大きく

分けると２つになります。１つは、風力を主体とした発電事業、もう一つは、厚沢部町内の家庭

や事業所に対して電気を供給する売電事業です。また、経営に関しては、株式会社であり、その

出資割合は、素敵な過疎づくり株式会社が９０パーセント、北海道ガス株式会社が１０パーセン

トであり、現時点では私が代表取締役を務めております。  

 なお、本定例会の補正予算で地域新電力会社出資金を予算計上しておりますが、御承認いただ
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いた場合は、町が追加で出資し第三セクター化を図りたいと考えております。  

 ２点目の風力発電の総出力６，０００キロワットが町内で使用する電力のどれぐらいの値にな

るかについてですが、風力発電の年間総発電量は１，３１４万キロワット／アワーに対し、現在

町内で住宅や民間企業、公共施設における電力の年間総使用量は１，８３３万５，０００キロワ

ット／アワーであり、約７１パーセント強を賄うことが可能であります。  

 ３点目の風力発電以外の取組については、自家消費型太陽光発電設備、木質チップによるバイ

オマス熱利用、中小水力発電など多様な設備を導入するほか、脱炭素ライフ体験教育プログラム

や技術者向け研修制度の構築、電気自動車のカーシェアリングなど、ソフト面についても取り組

む計画であります。  

 ４点目は、御質問いただいたとおり２０２２年６月に北海道ガス株式会社と厚沢部町は包括協

定を締結しております。また、脱炭素先行地域申請の際には、北海道ガス株式会社も共同提案者

として参画しております。計画書の中における具体的な役割として、北ガスが電力の需給調整等

において役割を果たしていただくことに加え、今後の株式会社ハチャムの売電事業開始に伴い御

支援をいただく予定となっております。  

 ５点目の最終的な到達点でありますが、脱炭素先行地域においては、あくまで二酸化炭素排出

量を削減し、ゼロカーボンを達成することが最終目標となります。その事業展開の中で、エネル

ギーの地産地消の実現による地域経済活性化、地元企業の仕事や雇用創出を図るとともに、町民

や事業所の電気料負担軽減にも寄与していきたいと考えております。  

 以上でございます。  

議 長   ５番、香川議員  
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香 川 議 員   まずは、１点目の設問に対して再質問させていただきます。  

 ハチャムが担う役割として、１つは発電事業、もう一つは売電事業であるとの回答を得ました

が、どちらにしても専門的な知識を得た方がスタッフとして従事しなければ、この事業自体がま

まならないと感じますが、その点についてはどのようなお考えか、説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   株式会社ハチャムの体制についての質問ということでありますけれども、まず、専門知識を持

った者が必要というのは御質問のとおりかと思います。そして、来年度４月から事業が始まりま

すので、スタッフについてはこれからきちんと、現在どういう体制が必要かというところをまず

洗い出しているところでございます。それに応じて、どこが専門スタッフでどこが一般のスタッ

フなのかというのも分かってきますので、ここはやはり町だけではなかなか解決しませんので、

共同提案者である北ガスや、あと実際事業を行う駒井ハルテックさんですね、こちら風車を建て

るということになりますので、そういった方々とちょっと御相談しながら人材確保を進めていき

たいと考えております。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   スタッフの内容については、これからいろいろと精査していくという話で分かりました。  

 本来であれば補正予算の際に聞くべきことであるかもしれませんが、今回の一般質問の内容と

かぶるためお聞きしますが、補正予算の１９ページに脱炭素先行地域づくり事業計画策定業務委

託料という項目がありますが、この業務策定はどこが担うのか、説明を願います。  

議 長   政策推進課長  
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政 策 推 進 課 長   補正予算にある脱炭素の計画策定なんですが、まず、その内容というものは、脱炭素先行地域

に認定されておりまして、町長の答弁にもありましたとおり現在環境省と事業詳細について調整

して、今地域として認定されているだけでありまして、最終的な計画書というのはこれから出し

ていかなければいけない状況でございます。それを実際短い期間でつくっていくということにな

りますので、事業者につきましては、慎重に検討はしなければいけないんですけれども、今まで

厚沢部町の脱炭素の先行地域の申請やエネルギー、厚沢部町のゼロカーボンの計画ですね、そち

らのほうに携わった事業者さんが有力になるのではないかと考えております。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   ということは、まだこの業務策定を行う業者というのは厳密には決まってないという捉えてよ

ろしいでしょうか。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   御質問のとおりでございます。業者の選定につきましては、当然補正予算を御承認いただいた

後に指名委員会を通して決めることになりますので、現在確定という段階ではございません。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   脱炭素先行地域、過去に３度応募して、今回念願かなって選ばれたわけでありますが、先ほど

申し上げました事業計画策定業務、普通の応募であれば、事業計画策定も事前に出した中でと思

うんですけれども、この応募の仕方、脱炭素先行地域の応募の仕方としてコンセプトだけを打ち

出した形で提出すればよいものか、その点についても御質問します。  
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議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   先行地域の申請につきましては、コンセプトだけではなくて取り組む事業内容、その概算の事

業費、そして、例えば電力関係だったらその発電量、ＣＯ ２の削減量など、あと実際の進める体

制ということで、そのあたりを全て記載して申請することになります。  

 ただ、申請後に有識者の審査というものがございまして、そこでいろいろ御意見を伺うことに

なります。そして、それがフィードバックとして町に返ってきますので、その意見を踏まえた中

で最終的な計画をまた環境省に提出するというような流れになります。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   事前の事業計画に関しては了解いたしましたが、実際この５年間取り進めていく中で、この事

業をあくまでも推進していくのはハチャムということでよろしいんでしょうか。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   令和７年度から５年間の事業計画ということで御質問のとおりでございますが、あくまで厚沢

部町としての計画になりますので、共同提案者と一緒に５年間で取り組んでいくようなことにな

ります。株式会社ハチャムにつきましては、事業の中心というよりは、町長の答弁にもありまし

た、風力による発電事業と町民に対しての売電事業、そういったものを中心に実際の施策を取り

組んでいく立場になると考えております。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   では、回答書にもあります新電力会社の第三セクター化を図りたいとの回答をいただきました



－３１－ 

が、この第三セクター化について、いま一度詳しい説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   株式会社ハチャムの第三セクター化ですが、株式会社ハチャムにつきましてその出資割合は、

町長の答弁にもあったとおり、素敵な過疎が９、北ガスが１ということで現在９対１の出資比率

で合計５００万円ということになっております。  

 ただ、株式会社ハチャムの定款上、出資金は１，０００万円まで受け入れられますので、残り

５００万円を今回町が出資したいということで議案に乗せさせていただいております。  

 そして、その出資することのメリットなんですけれども、まずは町が脱炭素先行地域の事業を

中心的に当然進めていきますので、第三セクター化することによって町と同じ意思決定ができる

というメリットがまず１つございます。  

 また、今後の体制ということで冒頭再質問でいただきましたが、そういった中で町職員の派遣

というのも第三セクター化することによって可能になるというメリットがあると。  

 また、風車の事業、かなり大きい事業費になりますので、やはり株式会社ハチャムにしても、

やっぱり金融機関の融資というのがキーポイントになります。そこで、第三セクター化をしてい

ることによって融資の審査についても有利に働くということがございますので、そういった狙い

がございまして、今回出資金を計上させていただいております。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   分かりました。  

 それでは、２点目についてお伺いいたします。  
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 町長からの回答にもありましたとおり、今進めようとしている国産風力発電２０基を設置した

場合、この厚沢部町内での年間使用量の約７０パーセントほどを賄うことができるとの回答に自

分も想像していた以上の発電量に驚きましたが、３点目の質問とも通じますが、残りの約３０パ

ーセント程度の電力は、太陽光発電あるいはバイオマスとか、あと小水力発電などの設備で賄

い、最終的には町内の総電力の１００パーセント全てこの事業で賄える予定であるのか、お聞き

したいと思います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   風力発電の賄える電力量ですか、それは町長からの答弁のとおりでございますが、全体となり

ますと、やはりゼロカーボンという観点からは再生可能エネルギーに切り替えていくということ

がございますので、そこは１００パーセント以上にもっていきたいと。  

 そういった中で、風車以外にも太陽光発電、あと答弁にもありましたとおり木質チップによる

バイオマス熱利用、こちらの発電機能もついておりますし、中小水力発電とか多様な再生可能エ

ネルギーを使いまして、総電力としては全体で供給していけるような計画に持っていきたいとは

考えております。  

 ただ、脱炭素の計画としましては、電気の使う量をどれだけ賄うかではなくて、あくまで温室

効果ガスの削減なんですよね。そこが最終的な目標になりますので、実質は再生可能エネルギー

の使用によって進んでいくところではありますけれども、計画としてはそういうふうになってい

るという御理解でいただければと思います。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  
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香 川 議 員   了解いたしました。  

 あともう一点、この２点目の設問に対しての質問となりますが、恐らく皆さん気にかかるかな

と思いますので、議員協議会の中でちらっとは聞いてはいますが、この国産風力発電２０基をど

こに設置する予定であるか、お聞きしたいと思います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   風力２０基の設置場所でございますが、一番有力候補地になっていて一番多くなるのが、美和

の旧牧場ですか、こちらのほうになるかと思います。ただ、そこだけだとさすがに２０基は建ち

ませんので、風通しのいいところというのがデータ的にはございますので、そこが設置可能かど

うか、５年間の事業の中で検証しながら設置していくような形にはなりますので、中心地は美和

ということで、その他は風況のいいところをきちんと確定させて設置していくような流れになり

ます。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   ３点目の設問ですが、以前から言われています鶉ダムを活用した、中になるのか小になるのか

水力発電ですが、実際は水利権の問題、あるいは設備建設等に膨大なコストがかかるのではない

か、また、特定多目的ダム法という法律があり、あのダムは農業用水確保のためのダムでありま

すので発電用に流用するということが非常に困難なものと予想されますが、それでもダムを活用

した水力発電を推進するお考えか、説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   御質問いただいたとおり、まず農業用ダムでございますので、その利用の制限というのはある
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かと思います。また、水利権、こちらも解決しなければいけない課題ということで、先行地域に

認定されましたので、これから国・道と協議していく形になろうかと思います。  

 ただ、御質問のとおり、ダムについては小水力、こちらのほうはやっぱり事業費というのはそ

れなりにかかってくるかとは思いますので、そういった発電効率と事業費、その費用対効果を検

証しながら、一体どういう形が最適なのかというのも含めて５年間の中で取り組んでいきたいと

考えております。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   水力に対しては、理解いたしました。  

 次に、太陽光発電についてお伺いします。  

 現在、上里地区、旧滝野小グラウンド跡地、そして旧美和小グラウンド跡地に太陽光発電設備

を設置しておりますが、先日行われた議員協議会の説明資料の中で９か所の町有地に設置する予

定であると説明を受けましたが、残りについてはどこに設置をする予定であるのか、もしも設置

場所が決まっていましたら説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   太陽光パネルの残りの設置場所ということでございますが、まず基本は町有地ということで考

えております。町有地の中でも、まず、上里移住交流センターがあるところ、あそこの裏という

のがまだ空いていますので、まずそちらのほうの設置というのが考えられます。そのほか、ちょ

っとマップになっているんですが、下地区で５件、館地区で１件、鶉地区、ダムの周辺ですね、

その辺りで２件と、鶉温泉のそばですね、そこで１件ということで、合計９件ということになっ
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ておりますが、設置場所につきましてはおおむねこれで変わらないのかなと思いますが、さらに

調査しまして、発電効率のいい場所があれば、また変更していくという可能性はあるかと思って

おります。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   ちょっと余談となってしまうかもしれませんが、今言った現存である３か所、上里地区、旧滝

野小学校のグラウンド、そして旧美和小学校のグラウンド、この３地区に設置している太陽光発

電ですが、あそこで得られた電力は今どのような形で使用されているのか、また、この支払いに

対してはどのようになっているのか、説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   現在設置されている太陽光パネルというのは、あくまで北ガスさんが自費で設置した北ガスさ

んの所有物ということになりますので、その電力は北ガスさんのほうで売電されていると考えて

おります。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   ということは、あくまでもあそこで得られた電力というのは、今公共施設とかで使用されてい

るわけではなくて、北ガスが独自に売電していると。  

 そうすると、これから目指す、この施設も含めた９件の太陽光発電に関しては、実際どのよう

な取扱いになるのか、説明を願います。  

議 長   政策推進課長  
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政 策 推 進 課 長   脱炭素先行地域の事業計画の中で進める太陽光パネルにつきましては、その設置者は株式会社

ハチャムということで想定しております。株式会社ハチャムが、まず発電事業者としまして太陽

光パネルを所有しまして、それを売っていくという形を想定しております。  

 ただ、売るといっても、もちろん太陽光パネル設置には費用もかかりますから、売電をしなが

ら設置費用を償還していくという形になります。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   了解いたしました。  

 では、４点目の設問に入らせていただきますが、北ガスと締結した包括協定がどうも分かりづ

らい部分がありまして質問させていただきますが、まずお伺いしたいのは、今回補正予算でも上

がっていますが、地域新電力会社出資金ということで出資割合として、素敵な過疎づくり株式会

社が９０パーセント、そして北ガスが１０パーセントという割合ですが、要するにこのハチャム

の経営の共同経営者と捉えていいのか、また、あくまでも共同提案者、要はアドバイザー的役割

にとどまるのか、その点について説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   ハチャムの出資割合と経営への関与ということになるかと思います。  

 北ガスさんは、包括連携協定を結んでおりますので、厚沢部町の脱炭素の施策には全面的に協

力してくださるということで意思表明いただいているのかなと思います。  

 ただ、株式会社ハチャムにつきましては、その一環で出資はしていただきまして、いろいろア

ドバイスを現在もいただいているところでございますが、出資比率から言いますと経営まで関与
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するというところではないかとは思っております。実際、町も第三セクター化するのに出資する

と出資比率は５パーセントということになりますので、例えば役員を置くだとか、そういったこ

とはないかと考えております。  

 ただ、出資をしつつ、いろいろバックアップというかサポートをしていただけるのかなとは考

えております。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   ちょっと先走って先ほど私先に言ってしまったんですけれども、共同提案者というこの言葉の

響きが、そこがちょっと非常に分かりにくい部分ありまして、再度この共同提案者というものは

どのような立ち位置になるのか、説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   確かに、言葉の定義という意味では一度も説明しておりませんので。  

 まず、脱炭素先行地域の計画提案書というものは、冒頭から、主たる提案者は誰ですかと、共

同の提案者は誰ですかということになります。当然、主たる提案者は厚沢部町ということになり

まして、共同提案者は、厚沢部町と一緒に部分部分取り組んでいきますよという立場の方が共同

提案者ということになりまして、その申請書でも共同提案者、今回８社いらっしゃるんですが、

個別に、この会社は何に取り組みます、この団体は何に取り組みますということで記載していく

ような形で、一緒に事業を進めていく立場の共同提案者ということになります。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  
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香 川 議 員   北ガスが脱炭素先行地域申請の際に共同提案者として参画しているという回答がありました

し、また、電力の需給調整や売電事業の開始の際、支援をいただく予定であると町長の回答で伺

いましたが、今後はあくまでも売電事業のほうに北ガスが大いに御尽力をいただいて、発電事業

に関してはそれぞれ、例えば風力発電に関しては駒井ハルテック社が風況調査、設計、施工を行

う、それを最終的に統括するのがハチャムという図式となるのか、説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   まず最初に、北ガスさんの役割ということで、今御質問いただいたとおり需給調整というのに

は、アドバイスというよりは北ガスさんがいないと成り立たないということになります。なぜか

というと、やはり全体量としますと株式会社ハチャムというのはやっぱり発電量も売電量も少な

いということになりますが、地域新電力会社にはその売電の義務というのが課せられてきますの

で、電力が足りないときとかの需給調整という意味で北ガスさんとグループ的な連携を組んでい

かないと成り立たないのかと思っております。  

 また、先ほど風車の件ということで、風車についてはあくまで設置者は株式会社ハチャムとい

うことになります。そして、国産風力、現在駒井ハルテックということで進んでいるんですが、

そちらはやはり御質問のとおり風況調査なり設置ということに取り組んでいただくことになりま

す。また、設置に関しまして１つ駒井ハルテックにも役割がございまして、町内事業者をいかに

育てていく、使っていくという表現もあれなんですけれども、町内業者にも仕事を回していくと

いうような役割も担っていくことを想定しております。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  
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香 川 議 員   了解いたしました。  

 では、最終的に電気事業、設置のほうがある程度できて、そしていざ売電できる段階までなっ

た場合、その支払先ですね、それはハチャムとなるのか、それとも北ガスになるのか、その点に

ついても説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   まず、電力事業として株式会社ハチャムが電力事業を開始しますと、当然電力の契約というの

は、例えば個々の家庭がどこにするかということになります。株式会社ハチャムと電力の契約を

すれば、当然支払い先は株式会社ハチャムということになります。株式会社ハチャムにつきまし

ても、当然発電だけだと利益は出ませんので、どういった売電で厚沢部町内の各家庭に電力を供

給して料金をいただいていくかというのも、きちんと進めていかなければいけない点とは考えて

おります。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   今後そういう捉えてよろしいんですね。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   あくまで今後ということでございまして、基本的には発電事業として発電設備を備えつけて、

売電事業としまして許可を受けて体制が整った段階以降のお話ということになります。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   先ほどの売電の関係なんですけれども、例えば公共施設で使用する場合、それは購入先から買
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うという形なのか、供給するという形になるのか、その点についても説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   当然公共施設も電気を使っておりますので、電力を供給していくことになるというのは、御質

問のとおりでございます。  

 ただ、設置者が株式会社ハチャムになった場合は、やはり自家消費ということにはちょっと当

たらないので、電力を買っていくことになります。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   了解いたしました。  

 そしたら、最後の５点目の設問に対して再質問させていただきます。  

 火力に頼らない風力発電等を設置し、二酸化炭素排出量などを削減し、ゼロカーボンを達成す

ることが最終目標であると回答をいただきましたが、いまさらですが、ゼロカーボンの概略を申

し上げますと、企業や家庭が排出する二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量から、植

林、森林管理などによる吸収量を差し引いて、排出量の合計を実質的にゼロにすること、それが

ゼロカーボンの定義でありますが、どうしても温室効果ガスの排出量削減の取組のほうに目が奪

われがちですが、逆に植林、森林管理などの吸収量のほうはいかなる状況であるのか。厚沢部町

は森林豊かなため、ＣＯ ２削減のその取組だけをすればゼロカーボンを達成できるものであるの

か、説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   ゼロカーボンの取組という点では、全く御質問のとおりで、再生可能エネルギーの活用だけだ
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と追いつくものではございません。厚沢部町の計画の中でも、やはり２０１３年度が基準年度に

なるんですが、２０３０年の目標年度につきましては、森林吸収分によってもきちんとマイナス

を出していくような計画になっております。それにつきましては、２０３０年度目標としまし

て、森林吸収分でマイナス２９．４パーセントを占めていくということで、かなり計画量の中で

は大きいウエートを占めているということで、全く御質問のとおりだと思います。この点につき

ましても、森林保全をしながら取り組んでいく形になってくるのかなと考えております。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   これ質問ではないんですけれども、ようやくこれからスタートの段階だと思います。何とか目

標としていますゼロカーボンの達成とより多くの地域内電力の地産地消がうまく実現できますこ

とを願って、私からの一般質問を終了とさせていただきます。ありがとうございました。  

議 長   それでは、午前中の一般質問を今の香川議員の一般質問で終了といたします。  

議 長   休憩をして、昼食といたします。午後は１時から再開をいたします。（１１：４９）  

議 長   午前中に引き続き一般質問を続行いたします。（１３：００）  

議 長   それでは、最後に、１０番、佐々木宏議員  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   それでは、令和６年度第４回定例会、一般質問をさせていただきます。  

 国では、農業を産業として企業的、強い経営体育成を目指し政策展開を進めてきたところで

す。その結果、厚沢部町においても９桁農業、１億円の経営体が１０桁近くとなっております。  

 一方で、集落においては、担い手を含め６５歳以下の農業者が片手を切る二極化が顕著に表れ



－４２－ 

ております。  

 そこで、質問事項でございます。  

 元気の出る農業・農村確立に向けてと題しまして質問いたします。  

 第１０２代内閣総理大臣に就任した石破首相は、全ての人に安心と安全、地方こそ成長の主役

を掲げ、農業・農村の所得増大を目指すとしています。  

 本町においては、人口減少と高齢化が進む中で、集落においては担い手確保が見通せない状況

下にあり、農林業を主体として発展してきた厚沢部町において今までどおりの農村生産を維持し

ていくことができるのか、非常に危機感を抱くものです。従来どおりの施策の延長線上では、こ

の危機を打開するのは難しいと考えるものです。  

 農家所得の確保、人口流出の歯止めに向け、積極果敢な施策の取組が必要と考え、８点につい

て町長に伺うものです。  

 １点目であります。本町の水田将来像の明確化についてです。  

 ２つ目に、目標地図の進捗状況はどうなっておりますか。  

 ３点目、スマート農業等機械導入支援事業の継続と支援拡大の考えはないのかどうか。  

 ４点目、農地整備事業で大区画化における条件整備のための支援の考えはあるかどうか。  

 ５点目に、本町主体の基盤整備事業実施の考えについてであります。  

 ６点目、集落の集団化の推進についてです。  

 ７点に、町職員の集落担当制の取組についてであります。  

 ８点目、これにつきましては、若干通告と中身が変わっております。８点目につきましては、

地域の担い手、農地等の集積を図る上で町独自の支援制度の創設についてであります。  
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 以上の取組によりまして農業者、集落の所得向上が確保され、雇用の場づくりが進められて人

口流出に歯止めがかかる手だてとなるものと私は信じて、町長からの御答弁をお願いするもので

す。  

議 長   町長  

町 長   佐々木議員の元気が出る農業・農村確立に向けての御質問であります。  

 御質問の１点目、本町の水田将来像の明確化についてですが、水田活用の直接支払交付金制度

の厳格化により、令和８年度までに一度も水張りを行わない農地を交付金対象水田としないこと

が示されております。  

 本町の水田農業は、国の方針の下、転作制度に即して米の生産調整に取り組んできており、そ

の結果として転作率は７割を超え、小麦や豆類などの畑作物を中心とした作付が行われておりま

す。  

 今回の厳格化方針により、本町の水田農業は大きな転換点を迎えると考えており、水田農業の

将来像については、国の動向を注視しつつ、町だけではなく農業者や農業関係機関が一丸となっ

て成長への道筋を示せるよう取り組んでまいります。  

 ２点目の目標地図の進捗状況につきましては、現況の農地利用を整理の上、目標地図の素案づ

くりを進めており、令和７年３月の策定に向け進めております。  

 ３点目のスマート農業等機械導入支援事業の継続と支援拡大の考えにつきましては、町の新規

事業として今年度取り組んでおりますが、非常に多くの農業者の方が申請をされており当初予算

を上回っている状況にあり、この後審議になりますが、追加の補正予算を計上したところで、事

業の継続につきましては、本年度の実績を踏まえつつ検討してまいります。  



－４４－ 

 ４点目の農地整備事業で大区画化における条件整備のための支援と５点目の本町主体の基盤整

備事業実施の考えにつきましては、関連がありますので併せてお答えさせていただきます。  

 本町におきましては、これまで国営農地造成事業や道営土地改良事業等により総合的な基盤整

備に取り組んでおり、現在も道営滝野地区農地整備事業として用水路の整備や農地の区画拡大を

行っているところです。基盤整備事業には多額の事業費が必要となり、町単独での実施は考えて

おりません。  

 農地の大区画化につきましては、農業者の費用負担によらず基盤整備が可能な農地中間管理機

構関連農地整備事業の実施要望が複数の集落から寄せられております。地元との協議には既に着

手しており、今後地元や北海道との協議を重ねることにより事業導入の課題を精査し、事業採択

に向け所要の対策を講じてまいります。  

 ６点目の集落の集団化の推進につきましては、農業に関係して言いますと、集落内の農家が協

力して農業生産を行う集落営農や、農地や機械等の所有と利用を分離し農業経営を行う集落法人

などのパターンがあるかと思います。  

 また、こうした農業生産活動と併せて、地域資源の活用や買物などの生活支援等の幅広い分野

を農家と非農家が一体となって取り組む農村ＲＭＯという仕組みもあります。集落の集団化に

は、地域ごとに抱える課題も異なることから地域住民による十分な話合いが不可欠と考えてお

り、町としましては、農業分野に限らず広範囲な分野について横展開を図るため、情報提供に努

めてまいります。  

 なお、集落機能の下支えの支援としまして、農業分野におきまして中山間地域等直接支払交付

金や多面的機能支払交付金の事業があり、継続して取り組んでいるところであります。  
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 ７点目の町職員の地域担当制の導入についての御質問でありますが、地域担当制度は住民との

対話、交流を通じ地域の課題を解決する制度であります。担当する職員が行政と地域とのパイプ

役として住民の意見を受け入れる窓口となり、課題を町政に反映させる制度ですが、本町では既

に各地区に出向くまちづくり座談会や地域から取りまとめる町政要望等で地域の方々の意見を聞

く機会を年に数回設けております。  

 また、本町には地区駐在員制度があり、地区駐在員の皆様には町内会とともに町と地域のパイ

プ役として活動をいただいております。  

 小規模な自治体だからこそ、行政と地域住民の距離が近いという利点もありますので、これか

らも常に職員がアンテナを張って住民の声を酌み取り、地域の課題解決に向けて取り組んでまい

ります。  

 ８点目の地域の担い手に農地等の集積を図る上で町独自の支援制度の創設につきましては、農

業者の減少や高齢化が進んでいる現状であり、地域の担い手の育成、確保は喫緊の課題と考えて

おります。新規就農者、農業後継者やＵターン就農者に対する当町独自の支援としましては、厚

沢部町農業担い手育成条例に基づく奨励金等の交付を行っております。地域の農地等を担い手に

集積する上での支援制度の創設につきましては、限れた財源の中で町独自の支援制度の創設は考

えておりませんけれども、地域の課題や要望を把握した上で国の支援策等の活用を優先して検討

していきたいと考えております。  

 以上であります。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   水田の将来像についてであります。この部分については前の議会でも質問しているところです
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けれども、政権が代わったというようなことを含めて、また質問しているところでございます。  

 交付金が６億円に及ぶ金額がなくなる、一切対策しなかった場合ですけれども、ということに

なると農家所得が減る、そしてまた町税収にも結びついてくるという問題、そういう大きな課題

があるところです。  

 御答弁で成長へ具体的な取組を進めるという答弁ありましたけれども、どのような取組を考え

ておられるのか、もうちょっと詳しく御答弁お願いいたします。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   将来の水田農業を目指す上で、町がどのように考えているかということでございますが、令和

９年度以降、転作の厳格化ということでありまして、交付金の減少というのが見込まれていると

ころであります。そうした状況の中でどのようにしていくかと言いますと、今現在取組が少しず

つ始まっておりますが、ＷＣＳ用の稲の作付、これによる交付金を得ていくと。  

 また、国の麦、大豆の戦略作物、これについても独自に国の助成があります。畑作物について

は国の助成もありますので、一定程度の国の交付金は受けられるのなと思っております。  

 ただ、いわゆる転作制度における転作田の減少、水張りがされない転作田については、令和９

年度以降交付がされないということでございます。この部分をどのようにしていくかというの

は、現在ちょっとまだ見通してはいない状況ではあります。  

 繰り返しになりますが、ＷＣＳ用の稲の作付が今年度より始まったところであります。これを

拡大していく上で農業者さんの取組を後押しする、これについては、町、農協とか関係機関が集

まって支援をしていける方策を考えていきたいなと思っております。少しずつできることを探し

ながら、農家さんの取組を後押しできるような、そういうような体制を整えつつ、将来の水田農
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業の構築に向けて取り組んでまいりたいと思っているところであります。  

 以上です。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   大きい部分は、水張りしなかった場合にはゼロになりますよということです。それで、防衛策

として町単独の水張りできるような支援をするという、そういう考えは持ち合わせておりません

でしょうか。その辺について伺います。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   町単独の水張りを可能にするような支援ということであります。用水のちょっとゆがまったと

ころですとか、通水をしやすくするということだと思います。これについては、用排水路の補修

につきましては、今現在多面的機能支払交付金の中でも取組が可能でありますし、また、中山間

直接支払交付金、こちらのほうでも土地改良区を経由して用水路の整備が可能となっておりま

す。こういったものを、中山間直接支払交付金につきましては８割の交付金を充てるということ

で、水利組合の負担は２割というふうな低減を図って取り進めているところであります。  

 １２月の上旬、先週、中山間の代表者の方に集まっていただきまして、第６期対策に向けての

説明会を開催したところであります。その中で、来年度以降、用水路の整備、こういったものが

必要なものは、土地改良区を経由して中山間の集落代表者会議に上げてくださいという御説明も

させていただきました。ですので、こういったものを活用しながら、通水に支障がないように取

り組んでいただければと思っているところであります。  

 以上です。  

議 長   １０番、佐々木議員  
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佐 々 木 議 員   そういうふうな部分で周知していると。あとは農業者の取組に期待するという部分でも理解、

理解というか余り理解もしないですけれども、そういうふうに判断いたしました。  

 次、２点目です、目標地図の部分です。これは、従前から集落の農業を誰にどのように任せる

んだというようなことで取り組むという部分なんですけれども、本町はもう既に農地の集積率が

８割以上いっているというようなことで、農家段階では個々の農地台帳がもう既に配付されてい

るというふうなことですけれども、厚沢部町としては個々の生産者の集積があるから、判断を基

本に目標地図はつくるんだと、そういう考えなんでしょうか。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   地域計画の作成につきましては、今議員おっしゃったとおり、厚沢部町の農地８割を超えてお

ります。令和５年度末で８８．５パーセントという集積率となっております。ですので、集積が

図られていないものは１１．５パーセントですか、この程度しか残っていないという状況であり

ます。  

 地域計画の作成に当たりましては、８８パーセント以上の集積がされているということであり

ますので、まず、これをベースに目標地図の素案づくりを進めさせていただいているところであ

ります。冬の間に今年の転作の受付、また、その後も何集落かに入らせていただきました。その

中で目標地図作成に向けて、ちょっといろんなお話をさせていただいた地域もございます。今農

業委員会、また町としましては、この８８．５パーセントの集積を基にした目標地図素案を作成

した上で、またこの冬に集落に入っていきたいと思っております。  

 先ほどのちょっと答弁等も繰り返すんですけれども、先週ありました中山間の代表者会議、中

山間直接支払交付金もこの地域計画にひもづく事業となっております。ですので、ぜひ集落の中
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で中山間の代表者の方も地域に呼んでくださいというお願いをさせていただいたところでありま

す。  

 ですので、これから１月にかけて、もう一度今の目標地図の素案を地域の方に見ていただく場

を設けて、それで問題がなければ、３月末の完成を目指していきたいということであります。  

 さらに、１回つくって終わりということではございません。この後、５年、１０年、１回つく

ってもつのかということではありませんので、毎年磨き上げをかけていけるような、そういう仕

組みを構築していきたいと考えています。  

 以上です。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   集積率が８８．５パーセントというようなことで、それをベースにして進むということで理解

はしましたけれども、本来の地域における、私はあくまでも集落単位ということで話を進めるわ

けですけれども、本当に本気になって将来誰に渡すんだという腰を据えた話合いの開催がないと

いうようなことで、大変不満を持っております。それは後ほど、また関連する部分でお聞きする

わけですけれども。  

 ３点目のスマート農業支援であります。これについては、今月１２月上旬、国からも令和６年

度補正絡みで担い手確保経営強化支援事業というようなことで、トラクター、田植え機等々の導

入調査が来たところであります。従前より、大変採択のハードルが高いというようなことで、本

町が佐藤町長の英断で実施した事業、今までにない、今まで対象とならなかった農家も対象にな

るというようなことで、大変カンフル剤的効果のある施策であるというようなことで、ぜひとも

継続に値するものだと私は評価しております。  
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 そういった中で、近隣町では、我が町は５０万円ですけれども、その３倍以上の支援をしてい

るという町村もございます。そういった中で増額し継続するというような考えはないのかどう

か、この点について伺います。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   スマート農業等の農業機械導入事業についてでございます。これについては、継続を前提とし

て今検討させていただいているところであります。ですので、今年の今実績が取りまとまりつつ

ございます。こういったものも踏まえまして、来年度の事業の内容等について検討を重ねて、継

続に向けて取り組んでまいりたいと思っております。  

 以上です。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   大変しつこいようですけれども、継続に値するんであるというようなことなので、ぜひとも継

続に向けて事業を計画していただきたいという部分を申し添えて、次に進みます。  

 ４点、５点目の農地大区画化等支援という部分ですけれども、令和５年３月に新はこだて農協

が農業振興計画策定に向けて組合員の意向調査を行っております。第７次農業振興計画、町の農

林課のほうも情報的な部分では共有されているんではないかなというふうに思うところですけれ

ども、この中で厚沢部支店は厚沢部支店ですから江差、上ノ国も入るんですけれども、１つには

６５歳以上の農家の就農者が６６パーセント、７割に達しているという状況であります。そして

また一方、担い手という後継者の現状はどうなっていますかというと、６割の方がいないと。そ

して、いない中で、そしたらあなた、いつまで頑張るのと、営農何年頑張るのというようなこと

でいきますと、７割以上の方がもう１０年未満で頑張ってもうやめるんだというような御回答が
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あります。  

 それで、私どもの地域におかれましては、全道に先駆けて既に厚沢部町の力も借りて、今回の

機構の事業を活用して事業がもう今年度で完了するところです。その整備の結果としては、大変

条件不利地、湿地のぬかるみの田んぼでも、大区画によることによってそれが改善されたという

部分があります。そういうような部分も含めて、本当にいい事業だなというふうに評価するもの

であります。  

 話飛びましたけれども、前の６５歳以上が７割、後継者がいない６割、もう１０年間頑張れば

やめるよということをアンケートを受けて想定されるというようなことは、農家戸数が大幅に少

なくなるなという部分と、今までの厚沢部町の農産販売高がぐっと戸数減ることによって落ちる

んでないかという部分があります。そしてまた、そういう条件の悪い土地については、放棄地に

完全に移送されるわけであります。  

 そういうような中で、戸数が減った中でも農産販売高を落とさず維持できるというには、やっ

ぱりこういった事業が必要だろういうふうに思うところであります。  

 それと併せて、このたびの土地改良法改正によって、２０２５年度から農家負担なしでも町村

が５ヘクタール以上の実施主体としてできるというような方向性も見えてきております。そうい

った中で実施できるという段になった段階で、町長どうなんですか、これも答弁ではやる考えは

ないという答弁されているんですけれども、その辺についてはいかがでしょうか。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   ５ヘクタール以上で町が負担をして地元負担を求めず基盤整備を実施するという事業について

新聞報道等でも報道されておりました。この部分については、承知をしているところでありま
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す。  

 ただ、実施の在り方でありますが、道営事業または団体営事業等のスタイルはあるかと思いま

す。ただ、どのような事業を選択していくかというのは、やっぱり地元の意向を踏まえた上で事

業を選んでいく必要があるかなというふうに思います。  

 先般、先ほどありました農地中間管理機構関連農地整備事業、これについては町が負担で地元

の負担は求めないという事業で、議員御出身の稲見地区で全道に先駆けて取り組んだところであ

ります。この事業につきましては、今２地区のほうから実施の要望がございます。事業を実施す

る上でいろいろな課題、前提条件を整える上で今地元と協議をしているところであります。事業

が整いましたら、事業化に向けて道と協議を深めていくということでございます。  

 先ほど、６５歳以上が７割、後継者がいない方が６割ほどいるということでございます。とい

うことは、農地も余ってくるということでございますので、そういった農地をどのように集約、

集積していくかというのは、こういった機構関連事業、こういうものを活用した上で地元のニー

ズを踏まえて取り組んでまいりたいと思っております。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   厚沢部町、前に１０ヘクタール以上の道営事業、機構の事業という、それに乗せてやると、よ

り一層町の負担が少なくなってくるのかなとは思うところですけれども、農地バンク、機構に引

き渡すまでの土地問題解決という部分が必要になってくるところです。私ども稲見地区も相続し

ていない土地がありまして、反対意見だったんですけれども、相当の金額がかかったというよう

な部分がございます。これから実施される地区においては、相当そういった国有未開発地を含め

て相当件数があるんではないかという部分が問題になってくるかと思います。そういった部分を
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やはり町が肩代わりするという考えも大事ではないかなというふうに思うところです。  

 農地は個人財産だから、そういった費用は自ら解決するのが道理でないかというのはもっとも

ですけれども、厚沢部町の１００年将来を考えたときに、農地は言い換えれば厚沢部町の財産で

すよ。そういった部分を含めて大きな考えの下に、財政の負担なしでそういった部分を解決する

というようなことを進めるという点についてのお考えはどうでしょうか。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   機構関連事業をする前の前提条件ということであります。農林課としましても、前提として国

有地が介在するですとか、また未相続の農地が地区内にあるといった部分が課題かなと思ってお

ります。未相続の部分については、やっぱり相続をしていただくということが必要であります

が、国有地、無地番地ですね、こういったものの処理については、今現在どのような処理が可能

か検討しているところであります。  

 そのほかに測量だとかの実費が伴うもの、こういった部分もあろうかと思います。こういった

ものも町で全て対応可能かどうかというのは、これからの検討になるかなと思っているところで

あります。  

 ですので、できる限り地元とお話をさせていただきながら、よりよい方向でやる方策を見つけ

ていきたいと考えております。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   スムーズにいくような部分で、相当町も御支援の考えを、重ねてお願い申し上げるものです。  

 ６点目の集落団地化推進というようなことで、地域農業の底上げという部分には、御答弁にご

ざいますように十分な話合いが不可欠だということですけれども、具体的に今後どういった取組
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をされるのかという部分について御答弁をお願いいたします。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   集落の集団化の推進につきましてであります。私ども農林課としましては、例えば農業生産の

場面であれば、集落営農ですとか、また集落の法人化、こういったものがあるかと思います。  

 また、さらに広範囲に集落の機能を維持するということでは、農村ＲＭＯの取組ということも

あろうかと思います。  

 私どももどのような方策というよりは、これまず地域が例えば農業生産に向けて集団化したい

ですとか、そうでなくて農村機能をも含めた中でいろんなことをやっていきたいという、いろい

ろ集落によってニーズは異なるかと思っております。ですので、そういうニーズがあれば、ぜひ

役場に言ってくださいということは、地域計画の中でもお伝えしているところであります。  

 ですので、私どもとしましては、こういう御相談があれば積極的に情報提供には努めてまいり

ますし、その中から地域に合ったものを選んでいただいた上で役場のほうに御相談いただけれ

ば、もっと少し前に進められるような話になろうかと思っているところであります。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員  

 

 前段にも申し上げたように、集落によってはそういう考え、出てきませんよね。高齢化だ、あ

と１０年でやめるという考えでは、農業者の自発的な発想を役場に持ってきてくれという受け身

の考えであれば、やはり衰退の一途が見えてくるなというふうに判断したところであります。  

 ここ１０年が勝負なんですよ。この１０年で手だてをするかしないかで、厚沢部町集落２２あ

りますけれども、今既に限界集落がもう半分ぐらいになっている、それが消滅集落に行くという

分岐点になっております。また、そのことによって厚沢部町もより一層衰退していくということ
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が目に見えております。  

 地域において十分な話合いが不可欠という御答弁ですけれども、打開に向けては２つの機会が

あるんじゃないかなというふうに思うんですよ。受け身でなくして町が主体的になって、ＪＡも

農協懇談会ありますけれども、ここで意向調査の中身は報告しますけれども、そしたら減少する

部分についてどうのこうのといった具体的な何も対策というのは持っていません。町も持ってい

ない、農協も持っていない、そしたら全く目に見えて減少、歯止めはかからないということにな

ります。  

 そういったことで、１つには、今現在は強い経営体というようなことで国の政策にのっとって

支援しておりますけれども、そうでない、佐藤町長が国の対象にならなくても支援していくよと

いう部分で動いています。併せて、関係する農協、町を含め関係機関で、こうしていこうという

ようなプロジェクトを立ち上げた中で協議するというような考えはないんですか。  

議 長   町長  

町 長   集落をどうして維持していくかというような御質問だというふうに思います。どう考えても、

この先農家も減少していくでしょうし、集落が維持できなくなる可能性もやっぱりあるかなとい

うふうに思っています。  

 ただ、集落がどうしていきたいんだというのは、町がこうしなさい、ああしなさいということ

ではないというように思っています。これからいろんなところで、今農林課のほうでも地域に入

っていろいろ御相談するということですので、地域をどうするんだということは、町からも情報

提供しながら地域の皆さんの意見を聞いて、その方向性というものを見つけていければなという

ように思います。今ここで特効薬があるということでは全くなくて、いろんな制度もあります
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し、そういうものを活用しながら進めていきたいなというように思っています。  

 先ほど来、農地の話もあって、中間管理機構の農地バンク、今来年度、まだあれですけれど

も、来年度の通常国会に土地改良法を改正して、先ほど佐々木議員が言ったように、町が事業主

体で５ヘクタール以上９ヘクタールまでの間ですか、そういうこともできるということですの

で、いろんな事業、国あるいは道の施策の情報を素早くキャッチして、それを我が町にどうやっ

て生かしていけるかということも一生懸命取り組んでいきたいなというように思います。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   ぜひともそういうふうな部分で取り組んでいただきたいということで、しつこいようですけれ

どもお願いするものです。  

 それと、集落というのは、従来から農業経営を完結する一つの単位であったというようなこと

で、機械化農業以前はゆいこというような作業形態で集落にまとまりがあったところですけれど

も、機械化によって今現在は自己完結型農業というようなことで、その完結できない農家は必然

的にやめざるを得ないというようなことで少なくなってきているという状況下にもあります。  

 今ここに来て、大規模経営体も人手不足というのがもう本当に顕著に表れております。やはり

大きい農家だけ所得確保するという手だてにも、ある程度限界があると思います。やっぱり大小

の経営体があることによって農業分野の人手不足、そういった部分も幾分かは解消に結びつく手

だてになるんでないかなというふうに思うのであります。  

 そういうような部分を含めて、どうなんですか。やっぱり今現在法人化というのは、家族経営

体を中心とした厚沢部町も法人会あるんですけれども、まだ集落で集団営農を含め、全然方向性

が見えていませんよね。やっぱり話合いというのが大事なんだということで、打開には２つの機
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会があると私は判断しているんです。１つには、今回の目標地図作成というようなことで集落に

乗り込んでどうするんだというような部分と、もう一つは２３ある環境保全会、こういった中で

共同作業云々等含めて、人手不足も含めたそういった農業体系のカバーできる体制がつくれない

かというような話合いもできると思うんですけれども、それには集落では考えの持っている方

は、法人化してもうける農業に取り組んでおります。そうでない、そうでないという言い方はち

ょっと語弊ですけれども、そういった農家も底上げするといった意味で、やはり関係機関がプロ

ジェクトで、この集落はこういった農業、振興計画もあるんですけれども、そういったような本

気で取り組む姿勢というのも情報提供した中で進めるというのが大事でないかと思うんですけれ

ども、その辺の取組はどうですか。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   まず、小規模な農業者さんであっても持続可能な、その一つの方向に集落での法人化等がある

のではないかという御質問かと思います。  

 これにつきましては、議員からも申し上げていましたが地域計画、この中でどういう意向があ

りますかというのはお聞きすることは可能かなと思っております。何を目指していくか、集落の

中でも個々の考え方は様々だろうと思います。そこをやっぱり集落としてまとまってやっていく

んだという、やはり集落の意思は必要かと考えております。  

 あとは、環境保全会を活用した中での共同化ということでございますが、実は来年、環境保全

会２３地区ありますが、１地区来年からやめるというようなお話も聞いております。高齢化、人

が足りないというところで取組をやめられるということでもあります。そういった部分を広域化

できないかというお話もさせていただいたんですが、広域化してもやっぱり自分らはできないと
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いうようなお話もございました。  

 やはりそういう部分では、やっぱり集落でいろいろな事情があるのかなというふうにも推察さ

れますので、そういったものを聞かせていただく場面として、やはり地域計画が一番有効な場か

なと思っております。ですので、地域にまた行くような形で考えておりますし、また、回覧等で

またぜひ呼んでくださいというものも今後配付しようと思っておりますので、その中で地域に入

っていろんな声を聞かせていただきながら方策を探っていきたいなと思っております。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   大変難しい課題ですけれども、やっぱり果敢に取り組んでいかなければならないということを

再認識していただきたいと思います。  

 それで、７点目の町職員の地区担当制であります。これについては、地域の課題解決は答弁の

とおりだというふうに思います。そのとおりなんですけれども、町民から、役場も農協も職員の

顔と名前が分からないという声が集まるたびに聞こえてきます。また、このたびの町政まちづく

り座談会等で、そういった地区からの声が出たところであります。そういった部分で、問題解決

云々とそういう大きいくくりでなくして、厚沢部町役場職員ですよというような顔が分かるよう

なふだんの交流が必要でないかというふうに考えております。  

 そういった中で、働き方改革、時間外労働制限という問題もあるんですけれども、葬儀の手伝

いで一部的に張りつけるとか、または当番制で地区に出向くとか、そういった体制は組めないも

のでしょうか。  

議 長   副町長  

副 町 長   地域担当制度の導入についてということの御質問であります。  
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 その質問受けまして、管内の各町の状況も若干調べました。大体半分ぐらいのまちで、地区担

当制を導入しているまちがあります。ただ、そのまちにつきましても、あるまちでは移動町長室

というのをやっていたんだけれども、それを廃止して地区担当制度にしたということでありまし

た。  

 なかなかまちづくり座談会のほうでも分からない職員が多いですとか、そういうことを非常に

聞いたところではありますが、なかなかこちらといたしましも地域地域に関係ある部署であれ

ば、非常にその地域で、例えば農業であれば、いろいろな地域にある機会もあるのかなと思いま

すが、中にはやっぱり外勤が余りない部署もあるということもあります。なので、なるべくはそ

ういった職員に対しても、地域で何か活動できるところがあれば、それはそれでいいんでしょう

けれども、こういったただ地区担当というところで収めてしまいますと、その地域だけにしか行

かないとか、その地域のみの活動になってしまうという難しさもあって、なかなか地区担当の導

入というところまでは今のところ考えておりません。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   偏るというような御答弁ですけれども、まだそこまでは全然いってないというようなことなの

で、ぜひともやっぱり町民と顔見知りといいますか、人と人の交流でやっぱり町もいい方向に向

かう点もあるんじゃないかなというふうに思いますので、今後の課題として何らかの方法を考え

ていただきたいということをお願いするものです。  

 最後の部分になりますけれども、町独自の支援制度という部分であります。これにつきまして

は、やっぱり今現在、厚沢部町の取組という部分では、農業後継者の育成といった部分について

は最大の欠点になるのかどうか分かりませんけれども、私は欠点として捉えているんですけれど
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も、後継者育成は成り行きに任せていたという部分が、やはり考えなければならない部分でない

かなというふうに思います。  

 それで、町長は国の支援策を活用するよという部分で、ごもっともです。そして、また、国の

支援制度といった部分では、就農資金から始まって経営体育成強化資金、そしてまた農業改良資

金、農業経営基盤強化資金と多種多様にわたってそういった支援策があります。その中で、１つ

にはやっぱり据え置き期間という部分があります。その部分の対策。そしてまた、つなぎ資金的

支援といった部分を厚沢部町の担い手育成条例の要綱に加えた中で、より一層支援していくとい

う考えについてはいかがなものでしょうか。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長  

 

 新規就農者を確保する上でつなぎ資金ですとか、経営が安定するまでの支援策ということかと

思います。  

 これにつきましては、これまで新規就農者を受け入れてまいりましたけれども、新規就農後５

年間は国の支援等を受けて年間１５０万円の交付を受けられた事業もありました。今は３年に縮

小されておりますが、まだその事業はございます。そのほかにも、新規就農の就農時において

は、中山間地域等直接支払交付金の中では３００万円までを上限に集落での就農を前提に支援を

行っているものもございます。このほかに町の新規就農奨励金、これについては１００万円を交

付しているところです。また、就農後の５年間については、農地の貸借りの一部補助、また、固

定資産税相当額の補助というものもございます。  

 さらに安定した経営を目指すためのつなぎ資金の導入ということは、なかなか難しいのかなと

いうふうな今私の感想であります。その前提としましては、政策金融公庫の中では、新規就農者
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向けの資金というものもございます。こういったものの活用が可能かどうかというのは、町の中

で協議会を設けまして検討されるものだと思いますので、新規就農者がそういう政策資金を借り

たいという場合は、協議会を立ち上げまして取り組んでまいりたいなというふうに思っておりま

す。  

 以上です。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   この１０年が勝負だというようなことで、町長のカンフル剤的支援がある。そしてまた、問題

はやっぱり話合いですよ、話合いでおらが村の農業をどうするんだという、そういう真剣な話合

い、そしてまた関係する役場、農協含めた関係機関は、こういったビジョンを示しながら、きち

っと方向性を定めて臨んでいくということで進んでいくのが大事だというふうに思います。  

 まとめになりますけれども、理想を持たない農村は衰退するしかないです。そしてまた、具体

的手法を持たない農村も同様であるというようなことを農学者が言っておられます。今必要な手

だては、理想を高く掲げ、それを具体化する実践的取組が必要です。それによって集落所得の向

上、所得が向上すれば担い手確保に結びつく、そしてまた人口流出の歯止めができるというよう

なことで、町独自の支援策、そして国の支援策を活用した中で一環となった取組を切望いたしま

して、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。  

議 長   町長の答弁はよろしいですか。  

佐 々 木 議 員   若干答弁あったらお願いします、町長。  

議 長   じゃ、町長、最後にお願いします。  

議 長   町長  
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町 長   佐々木議員から厚沢部町の将来の農業ということだというふうに思います。  

 厚沢部町、御存じのとおり農業を基幹産業としてまちづくりが進んできたということでありま

す。今この国会、また次の国会でも石破総理のほうでも、農業のこれからということで大きな転

換点だということで、農業政策の見直しということも掲げられております。  

 厚沢部町としても、国のそういう政策を注視しながら、今できるものは応援していきたいなと

いうふうに思っています。  

 ただ、限られた予算でありますから、予算がつかなくてもできるものがあるかなというように

思いますけれども、厚沢部町農業を守っていくために全力で頑張っていきたいというように思い

ます。  

議 長   一般質問の通告は以上であります。  

議 長   これをもって一般質問を終結します。  

議 長   それでは、１４時１０分まで休憩をいたします。（１３：５５）  

議 長   休憩前に引き続き議事を続行いたします。（１４：１０）  

議 長   日程第６  議案第１号令和６年度厚沢部町一般会計補正予算を議題とします。  

議 長   議案の説明を求めます。  

議 長   総務財政課長  

総 務 財 政 課 長   議案第１号の令和６年度厚沢部町一般会計補正予算（第６号）の内容について説明いたしま

す。（議案内容説明記載省略）  

議 長   説明が終わりましたので、質疑に入ります。  

議 長   最初に、歳入の質疑に入ります。  
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議 長   それでは、歳入全般について質疑はありませんか。ページ数は、６ページから１６ページまで

です。（発言する声なし）  

議 長   それでは、次に歳出の質疑に入ります。  

議 長   歳出は款ごとに行います。  

議 長   最初に、２款総務費について質疑ありませんか。ページ数は１７ページから１９ページまでで

す。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   １９ページになります。１５目地方創生事業費の二地域居住推進実証調査業務委託料ありま

す。資料ナンバーでいきますと、ナンバー１の２ページになります。  

 この資料説明見ても、なかなかこの事業内容が実際どういうものであるのか非常に分かりにく

いものですから、分かりやすく説明をお願いします。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   予算や説明資料は、今御質問いただいたとおりなんですが、まず、二地域居住というのが少し

分かりづらかったのかなと思います。  

 二地域居住というのは、まず例えばなんですけれども、東京にいる方が保育園留学のように一

時期厚沢部町に来て滞在して生活をすると、そういうような居住の関係でございます。ただ、保

育園留学だと２週間から３週間という短期なんですけれども、今国のほうの支援を受けてやる中

では、１か月以上を想定してということでの二地域居住ということになります。  

 また、何でこういうことをやるかと言いますと、国のほうはもともと東京一極集中の是正とい

うことを掲げていまして、その中で二地域居住も進めていくというような形がございますし、あ
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とは、コロナ禍の中で新しい生活様式としてテレワークですね、リモートワークが普及したこと

によって二地域居住がしやすい環境ができ上っただろうと、こういうことで現在調査をいろいろ

進めている状況でございます。  

 今回は、具体的に言いますと、保育園留学で既に短期の滞在のためのワンストップ窓口という

のはもうつくられておりますので、それを先ほど言った二地域居住という観点から少し、要する

にワンストップ窓口の枠を広げていくというのがメインになります。その中でキッチハイク社の

ほうでシステム改修だとか、あとは町内に二地域居住ができる資源がどれぐらいきちんとあるの

かというところも調査していただいて、今後、二地域居住を実現するための事前の調査というよ

うな位置づけでございます。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   この事業、まだ採択されてないわけではありますけれども、実際今保育園留学というのは恐ら

く２週間ぐらいがほとんどかなと思うんですけれども、実際採択されてこの事業が開始されるの

か、調査の段階だと思うんですけれども、実際１か月滞在されるような家族を今の現時点で見出

しているのか、その点について説明を願います。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   まず、御質問いただいたとおり、保育園留学につきましては現在２週間、３週間をメインとし

て行っておりまして、二地域居住というよりは少し期間が短いかなと思っております。  

 この調査の中で具体的にじゃ滞在するのかというと、その辺の例えば滞在のモニターとかとい

う経費とかは特段入っておりませんので、まずは窓口を設置できるかどうか、そして町内の資源
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がきちんとリモートワークとあと滞在施設ですね、そういうものがきちんと整っているかという

調査段階ということで御理解いただければと思います。  

 具体的な事業につきましては、今後その調査結果を見まして、どういう進めができるのか、果

たしてどういうインフラ整備が必要なのかとかを検討してからの実施ということでは考えており

ます。  

 以上です。  

議 長   ５番、香川議員  

香 川 議 員   ということは、あくまでもまだ実証実験といいますか、その段階の前段階で、あくまでも１か

月滞在できる状況にあるかどうか、もし１か月滞在するのであればこういうものが要る、こうい

うものが要る、それを調査するということでしょうか。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   基本的には御質問いただいたとおり調査段階ということにはなります。  

 ただ、保育園留学に来ている方の中でも３週間よりもうちょっと長く来たいという声もありま

すし、当然例えば短期の移住とかを考えたいという声がありますので、調査をやっていく段階の

中で、もしかしたらそういう機運が盛り上がっていくということはあり得るのかなとは思ってお

ります。  

 ただ、長期になると、今保育園留学というのは認定こども園の要するに短期の利用ということ

でやっているんですよね。定住に近くなる長期間となると、やっぱり行政サービスの面でいろい

ろ弊害とかが出る可能性もありますので、そういうところの検証も今後必要かなとは考えており

ます。  
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 以上です。  

議 長   ほかに質疑、総務費について質疑ありませんか。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   １９ページです。地域おこし協力隊が起業されてというようなことなんですけれども、どうい

うふうに起業されるのか。そしてまた、この３月末で任期満了ということですけれども、どうい

った業務に従事されて起業に至ったのかといった経緯についてお聞かせください。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   １９ページの地域おこし協力隊起業者支援補助金ということで１００万円、１名分を計上させ

ていただいております。こちらの対象というのは、現在、富栄に拠点をおきまして農産物のＰＲ

だとか、その拠点において食を提供するようなことを現在行っております。この起業に当たりま

してもう一つ追加でプランがございまして、リラクゼーション的なものをそこで開業するという

ことで、さらにそれで収支を伸ばして起業していきたいというような考えで今回起業に至ってお

ります。  

 任期については、御質問のとおり３月３１日ということになっております。  

 以上です。  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   ページ数は１８ページの企画費でございます。東京厚沢部会運営費補助金ということで内訳見

ますと、富栄の獅子舞が前たしか三、四年前ですか、東京で発表というんですか、やってもらい

たいという要請があったというようなことで聞きていましたけれども、コロナの関係でたしか中

止になったと思います。そんなことで、これ何名で何泊ぐらいの予定なんでしょうか。  
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議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   経過と内容につきましては御質問いただいたとおりで、コロナ禍において本当は２０周年記念

でやりたかったんですが、それがかなわなくて今２５周年記念ということでやりたいということ

で、富栄の獅子舞が呼ばれているような状況でございます。  

 内訳につきましては、人数は１２名で１泊２日で予算を考えております。  

 以上です。  

議 長   ３番、浜塚議員  

浜 塚 議 員   それでは、厚沢部会は函館、札幌にもあります。そんなことで、要請があるとしたら、やはり

同じような形で町からの補助があるというようなことで考えてもよろしいでしょうか。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   過去には記念誌を作りたいということで、具体的にちょっと今データはないんですけれども、

記念誌を作りたいということで補助をした経過とかもありますので、年度年度で都度御相談して

いただいて、適正なものであれば検討させていただきたいと考えております。  

 以上です。  

議 長   ほかに総務費について質疑ありませんか。（発言する声なし）  

議 長   それでは、次に、３款民生費について質疑ありませんか。ページ数は２０ページから２１ペー

ジまでです。（発言する声なし）  

議 長   それでは、３款民生費について質疑を終結します。  

議 長   それでは、次に、６款農林水産業費について質疑ありませんか。  

議 長   １０番、佐々木議員  
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佐 々 木 議 員   ２３ページの鳥獣被害対策日額報酬の部分です。これについては、本当に残念なごとに隊員１

名の方が事故を起こしたと、本当に残念であったんですけれども。そういった中で猟友会として

は、そういった事態を受けて駆除の自粛といったような通達を出しているんですね。事故防止の

観点からそういった配慮もしたところですけれども、今現在、捕獲実績というのはどういった状

況下になっておられるんでしょうか。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   駆除の実績であります。今現在、昨日までで、エゾシカ１８１頭、ヒグマが１６頭捕獲されて

おります。  

 以上です。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   依然として、一般質問にもありましたけれども、鳥獣は減らない傾向にありますね。そういっ

たような部分で、このたびも駆除隊員から予算が足りない、どうなっているんだというような質

問もありました。財源的に十分配慮した形の中で取り進め願いたいというお願いを申し添えるも

のであります。  

議 長   農林課長  

農 林 課 長   駆除に関わる財源につきましては、これまでも補正対応等により所要額を予算措置していただ

いたところであります。猟友会の皆さんとも必要な経費については協議させていただきながら、

予算化を検討してまいりたいと思っております。  

 以上です。  

議 長   ほかに農林水産業費について質疑ありませんか。（発言する声なし）  
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議 長   それでは、次に、７款商工費について質疑ありませんか。ページ数は２４ページです。  

議 長   ７番、山田議員  

山 田 議 員   ページ数でいくと２４ページになります。うずら温泉の管理費で補正額が１，０８８万４，０００

円と上がっていますが、これは今うずら温泉休業期間中ということでありますが、この資料のほ

うにも内訳があるんですが、休業期間にもかかわらず増額したという、この内訳をお願いいたし

ます。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   まず、御質問のとおり、うずら温泉につきましては、宿泊につきましては１１月１日から１月

３１日まで３か月間閉鎖となっております。この３か月の閉鎖で、御質問だと休業なのになぜ増

額になるんだと言うんですが、休業だから増額になると考えていただければと思います。なぜか

というと、昨年３か月間でこの期間であれば８００万円程度宿泊だけでも収入あったものが、そ

れが一切見込めなくなります。そして、運営につきましては、日帰り入浴はそのまま継続しまし

て温泉を運営していると。そして、従業員につきましては、解雇してしまうと再開ができません

ので継続雇用しているということで、経費は一定程度そのままかかってくるような状況ではござ

います。そういった中で今回増額補正ということで、いわゆる休業分の補償に近い形にはなると

思うんですけれども、そういった形で計上しております。  

 なお、ここに上げている予算額１，０８８万４，０００円ですか、こちらにつきましては確定

額ではなくて、３月末までの収支を見ながら、この中からこれを限度額として支出するという意

味で予算計上させていただいております。  

 以上です。  
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議 長   ７番、山田議員  

山 田 議 員   今の説明は分かりました。  

 ただ、従業員は、今宿泊施設はやっていませんがそのままの雇用で、仕事をしてなくても温泉

だけやっているということで、そのための雇用ということでよろしいですね。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   雇用を継続しているという意味では、御質問のとおりでございます。仕事は正直宿泊がなくな

った分少なくなっていますので、清掃の方とかは当然かなり仕事とかは減っておりますが、その

中で従業員の中で仕事を回しながら最低限の仕事をしていただくという形で従事していただい

て、給料をお支払いするような形になってきます。  

 以上です。  

議 長   ７番、山田議員  

山 田 議 員   飲食の部分ですが、１２月１２日よりオープンするという形ですが、これは間違いなくオープ

ンする形でよろしいですか。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   レストラン部分なんですけれども、実は資料をつくった時点では１２月１２日まで休業で１３

日から再開ということで段取りを組んでおりましたが、実際工事をやる中でやはりなかなか難し

い点等がありまして、全体のスケジュールには影響ないんですけれども途中途中のスケジュール

が変更になりまして、実際のレストランのオープンは１２月２５日に変更になっておりますの

で、資料のほうは変更前の日にちということで捉えていただければと思います。  

 宣伝も兼ねちゃうんですけれども、１２月２５日からレストランはオープンしまして、昼は予
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約が不要、夜は予約制ということで運用させていただきたいと考えております。  

 以上です。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   改修に伴う積算根拠は分かったんですけれども、その中で２つの疑問点といいますか、１つ

は、当初の委託契約の中で人件費分ですね、そういった積算が換算されていないのかというのが

１つと、民間経営者であれば、営繕するというのは営業を停止して行うわけですけれども、そう

いった中で８００万円の取り分があるから補償していかなければならないという点について、も

う一度、その２つについて返答をお願いいたします。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   まず、当初予算に計上しているおおむね３，５００万円ですね、指定管理委託料、こちらのほ

うは人件費入っているといえば当然入っております。収支を勘案しまして、差し引きで足りない

部分３，５００万円ということになりますので、その中には人件費というのは入って、運営費全

体の中には当然人件費というのは入っております。  

 今回の補正額というのは、人件費、先ほどの答弁で雇用は継続するということで答弁させてい

ただいたんですが、人件費を出すものというものではなくて、あくまで収入が宿泊、先ほど８００

万円程度宿泊が減るといったことで、原因としましては収入が減るということですので、人件費

というよりは収入が減る分ということで考えていただければと思います。  

 また、営業停止というお話もあったんですけれども、営業を停止するとなると、日帰り入浴ま

で停止してしまうとなると、それは町民の皆様にかなりの御迷惑をおかけすることになると考え

ますので、日帰り入浴はきちんと月曜以外はオープンすると、あとお正月は休みますが、そうい
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ったことでオープンしますので、その分の経費は変わらず、光熱水費とか人件費はかかってくる

という性質のものでございますので、営業停止はなかなかちょっと、全面営業停止はできないか

なということでは考えております。  

 ただ、宿泊につきましては完全に営業停止、レストランにつきましては一定期間の営業停止と

いうことにはなっております。  

 以上です。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   このたびの改修工事によりまして、改修後はより一層集客に結びつくというのが目に見えてご

ざいます。そしてまた、民間的な経営者といった部分を勘案すると、１０割補償というようなこ

とでなくして、町長ともども協議した中で補償といった部分も十分に考えていただきたいという

部分についてはどうでしょうか。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   今回の改修が今後の集客に結びつくのではないかという御質問ですけれども、私もそう思って

おります。やはり客室がきれいになることによってリピーターとかも得られるし、あと、いろん

な地域でそうなんですけれども、今宿泊単価というものが上がっておりますので、その辺の宿泊

単価等の見直しというのも今後検討して、特に繁忙期はもう少し単価を取ってもいいんじゃない

かということで、ちょっとコンサルのほうと今打ち合わせている状況でございますので、そうい

ったこともちょっと検討していきたいと考えております。  

 先ほど民間経営なので１０割補償はどうなのかというお話なんですけれども、ここはちょっと

難しい要件がありまして、先ほど申し上げたんですけれども、日帰り入浴の部分を持っていると
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いうことで、宿泊だけだとそこまではペイできないということもありまして、例年マイナス分を

指定管理委託料ということで計上させていただいております。  

 ただ、改修が終わった後は、やはり運営の見直し、宿泊単価の見直し等によって指定管理委託

料をどうやって減額していけるかということを基本にしながら考えていきたいとは思っておりま

す。  

 以上です。  

議 長   １０番、佐々木議員  

佐 々 木 議 員   それで、委託管理者と協議をしないという判断をしたんですけれども、そういうようなことに

はならないです。やっぱりきちっと協議した中で補償額というものを決めていくのが建前じゃな

いかなと思うんですけれども、そういう考えは一切ないということで判断してよろしいでしょう

か。  

議 長   政策推進課長  

政 策 推 進 課 長   ちょっと答弁で勘違いを与えてしまったのかもしれないですが、指定管理者と協議しないとい

うことはないです。逆に指定管理者と協議しないと指定管理委託料は決まりませんので、当然協

議はしていきます。  

 あと、現在のうずら温泉、前にも一度お話ししたかと思うんですけれども、今経営コンサルの

方が入っておりまして、経営コンサルの方とやはりどういう運営が指定管理料の減につながって

いくのかというところでは当然打合せはしていきますので、結論としましては、きちんと指定管

理者、またその指定管理者側にいるコンサルと打合せをしながら進めていくということで御理解

いただければと思います。  



－７４－ 

 以上です。  

議 長   ほかに、７款商工費について質疑ありませんか。（発言する声なし）  

議 長   それでは、７款商工費の質疑を終結します。  

議 長   次に、９款消防費について質疑ありませんか。（発言する声なし）  

議 長   それでは、次に、１０款教育費について質疑ありませんか。ページ数は２６ページです。（発

言する声なし）  

議 長   それでは、１２款公債費について質疑ありませんか。ページ数は２７ページです。（発言する

声なし）  

議 長   それでは、質疑を終結します。  

議 長   討論に入ります。（発言する声なし）  

議 長   討論を終結します。  

議 長   議案第１号、原案どおり決したいと思います。これに御異議ありませんか。（異議なしの声あ

り）  

議 長   異議なしと認めます。したがって、議案第１号令和６年度厚沢部町一般会計補正予算、原案ど

おり可決されました。  

議 長   日程第７  議案第２号令和６年度厚沢部国民健康保険事業特別会計補正予算を議題とします。  

議 長   議案の説明を求めます。  

議 長   住民税務課長  

住 民 税 務 課 長   議案第２号の令和６年度厚沢部町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）の内容につい

て御説明いたします。（議案内容説明記載省略）  



－７５－ 

議 長   説明が終わりましたので、質疑に入ります。  

議 長   歳入歳出全般について質疑ありませんか。ページ数は、４ページから８ページまでです。歳入

歳出全般についての質疑であります。（発言する声なし）  

議 長   それでは、質疑を終結します。  

議 長   討論に入ります。（発言する声なし）  

議 長   討論を終結します。  

議 長   議案第２号、原案どおり決したいと思います。これに御異議ありませんか。（異議なしの声あ

り）  

議 長   異議なしと認めます。したがいまして、議案第２号令和６年度厚沢部町国民健康保険事業特別

会計補正予算、原案どおり可決されました。  

議 長   日程第８  諮問第１号人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて議題とします。  

議 長   議案の説明を求めます。  

議 長   町長  

町 長   諮問第１号の人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて御説明いたします。（議案

内容説明記載省略）  

議 長   説明が終わりましたので、質疑に入ります。（発言する声なし）  

議 長   質疑を終結します。  

議 長   お諮りします。本件につきましては人事案件でありますので、討論を省略し、直ちに採決した

いと思います。これに御異議ありませんか。（異議なしの声あり）  

議 長   異議なしと認め、直ちに採決をいたします。  



－７６－ 

議 長   諮問第１号人権擁護委員の推薦について、原案のとおり厚沢部町館町７５番地２１、谷口匡佐

子氏、昭和３８年３月８日生まれ（６１歳）を人権擁護委員として推薦することに賛成の方の起

立を求めます。（賛成者起立）  

議 長   起立全員であります。したがいまして、諮問第１号人権擁護委員の推薦につき意見を求めるこ

とについて、原案どおり可決されました。  

議 長   日程第９  議員の派遣についてお諮りします。会議規則第１２０条の規定により、お手元に配

付のとおり議員を派遣することにしたいと思います。これに御異議ありませんか。（異議なしの

声あり）  

議 長   異議なしと認めます。したがいまして、お手元に配付のとおり議員を派遣することに決定しま

した。  

議 長   以上で本定例会に提出された案件の審議、全部終了しました。会議規則第７条の規定により、

これをもって会議を閉じたいと思います。これに御異議ありませんか。（異議なしの声あり）  

議 長   異議なしと認めます。したがいまして、本定例会はこれをもって閉会することに決定いたしま

した。  

議 長   令和６年第４回厚沢部町議会定例会、閉会をします。御苦労さまでした。（１４：５０）  

  

  

  

  

  
 


